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半 期 報 告 書            

自　平成11年４月１日（平成11年度中）
至　平成11年９月30日

関 東 財 務 局 長 殿

平成11年12月24日提出

会 社 名 株 式 会 社 商 船 三 井

英 訳 名 Mitsui　Ｏ.Ｓ.Ｋ.　Lines,　Ltd.

代表者の役職氏名 代表取締役社長 生 田 正 治

本店の所在の場所 大阪市北区中之島三丁目６番32号 電話番号 大阪（06）6446局6500番（代表）

連 絡 者 本店業務室長 杉 本 宜 隆

もよりの連絡場所 東京都港区虎ノ門二丁目１番１号 電話番号 東京（03）3587局7017番（代表）

連 絡 者 総 務 部 長 岩 本 和 夫

電話番号 東京（03）3587局7040番（代表）

連 絡 者 財 務 部 長 小 西 一 明

半期報告書の写しを縦覧に供する場所

名 称 所 在 地

株 式 会 社　商 船 三 井 本 社 東京都港区虎ノ門二丁目１番１号

株 式 会 社　商 船 三 井 横 浜 支 店 横浜市中区山下町１番地

株 式 会 社　商 船 三 井 名古屋支店 名古屋市中村区名駅四丁目７番35号

株 式 会 社　商 船 三 井 神 戸 支 店 神戸市中央区港島９丁目

大 阪 証 券 取 引 所 大阪市中央区北浜一丁目７番11号

東 京 証 券 取 引 所 東京都中央区日本橋兜町２番１号

名 古 屋 証 券 取 引 所 名古屋市中区栄三丁目３番17号

京 都 証 券 取 引 所 京都市下京区四条通東洞院東入立売西町66番地

広 島 証 券 取 引 所 広島市中区銀山町14番18号

福 岡 証 券 取 引 所 福岡市中央区天神二丁目14番２号

新 潟 証 券 取 引 所 新潟市上大川前通八番町1245番地

札 幌 証 券 取 引 所 札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１

（本書面の枚数　表紙共32枚）
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第１　会　社　の　概　況

１．資 本 金 の 増 減         

前事業年度末現在の資本金 当 上 半 期 中 の 増 減 当上半期末現在の資本金

58,840,686千円 6,074,664千円 64,915,351千円

　（注）　当上半期中の増加は、当社とナビックス ライン株式会社との合併に伴う合併新株式の割当交付によるも

のであります。

１．合 併 期 日     　　平成11年４月１日

２．合 併 比 率     　　ナビックス ライン株式会社の株式（１株の額面金額50円）3.5株につき当社の株式

（１株の額面金額50円）１株の割合

３．発 行 株 数     　　121,493,299株

４．資本組入額　　6,074,664,950円（１株につき50円）

２．株　式　の　総　数

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 3,178,000,000株

計 3,178,000,000株

発 行 数記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類 当該半期末現在
(平成11年９月30日現在)

提 出 日 現 在
(平成11年12月24日現在)

上場証券取引所名
又 は 登 録証 券 業
協 会 名

摘 要

記名式額面株式
（券面額　50円）

普通
株式

1,229,410,445株 同　　　　左

大阪､東京､名古屋、
京都、広島、福岡、
新潟、札幌、
フランクフルト､
大阪、東京、名古屋
は市場第一部に上
場。

発行済株式は、全株
議決権のある株式で
あります。

発

行

済

株

式

計 1,229,410,445株 同　　　　左

３．株　式　の　状　況

(1）大 株 主 の 状 況         平成11年９月30日現在

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数
発 行 済 株 式 総 数 に 対
する所有株式数の割合

千株 ％

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 52,510 4.27

株 式 会 社 住 友 銀 行 42,402 3.45

株 式 会 社 さ く ら 銀 行 40,751 3.31

三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 40,043 3.26

株 式 会 社 日 本 興 業 銀 行 38,761 3.15

三 井 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 35,487 2.89

住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 35,465 2.88

三 井 造 船 株 式 会 社 35,313 2.87

株 式 会 社 日 本 長 期 信 用 銀 行 33,584 2.73

東 洋 信 託 銀 行 株 式 会 社 30,967 2.52

計 385,288 31.34

　（注）１．記載株数は、千株未満を切捨てて表示しております。

２．上記信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式を次のとおり含んでおります。

住友信託銀行株式会社　　23,919千株、三井信託銀行株式会社　　23,081千株、

東洋信託銀行株式会社　　15,596千株
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(2）議 決 権 の 状 況         平成11年９月30日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単位未満株式数 摘 要

単位未満株式のうち自己
株式及び相互保有株式は
次のとおりであります。

自 己 株 式 771株

ダ イ ビ ル ㈱ 376株

大 阪 船 舶 ㈱ 148株

発

行

済

株

式

－ 7,295,000 1,193,176,000 28,939,445

国際エネルギー輸送㈱ 933株

　（注）１．上記議決権のある株式数の「その他」及び「単位未満株式数」の中には、証券保管振替機構名義の株式

が515千株及び137,316株が含まれております。

２．上記「摘要」の自己株式の中には、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない

株式が214株含まれております。

所有者の氏名又は名称等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘 要

株 式 会 社 商 船 三 井
（自　己　株　式）

大阪市北区中之島
三丁目６番32号

48,000 － 48,000 0.00

ダ イ ビ ル 株 式 会 社 大阪市北区中之島
三丁目６番32号

6,902,000 － 6,902,000 0.56

大 阪 船 舶 株 式 会 社 大阪市西区江戸堀
一丁目18番11号

144,000 － 144,000 0.01

国際エネルギー輸送
株 式 会 社

神戸市中央区海岸通
５番地

201,000 － 201,000 0.02

左記のほか
株主名簿上
は当社名義
となってい
ますが、実
質的に所有
していない
株 式 が
79,000株あ
ります。な
お、当該株
式数は、上
記「発行済
株 式 」 の
「議決権の
あ る 株 式
数」の「そ
の他」に含
まれており
ます。

自

己

株

式

等

計 7,295,000 － 7,295,000 0.59

４．株価及び株式売買高の推移

月 別
平成11年
４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最 高
290

(　 285)
329

(　 322) 296 276 257 228

最 低 226
(　 226)

263
(　 270)

255 233 201 195

当上半期中における

月別最高・最低株価

及 び 株 式 売 買 高

売 買 高 70,520
( 3,425)

44,237
( 1,569)

67,556 46,519 77,682 53,449

　（注）１．最高・最低株価及び株式売買高は、東京証券取引所におけるものであります。

２．（　）内は、ナビックス ライン株式会社との合併に伴う合併新株の株価及び株式売買高であります。

５．役　員　の　異　動

　前事業年度有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までに役員の異動はありません。

円

円

千株

株 株 株 株

株 株 株 ％
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６．従 業 員 の 状 況         

区 分 従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

総 合 職 518 577,090

一 般 職 140 375,401

陸
上
従
業
員 合 計 又 は 平 均 658 534,178

職 員 430 572,047

部 員 167 462,771

海
上
従
業
員 合 計 又 は 平 均 597 541,479

　（注）１．陸上従業員の従業員数には、社外出向者（528名）及び嘱託（60名）を含んでおりません。

２．海上従業員の従業員数には、被融通員（職員４名、部員６名）、派遣員（職員142名、部員68名）及び

融通員（職員27名、部員１名）を含んでおりません。

３．平成11年４月１日のナビックス ライン株式会社との合併に伴い、当社に移籍した従業員のうち、陸上

従業員142名（総合職122名、一般職20名）及び海上従業員219名（職員172名、部員47名）を含んでおり

ます。

４．陸上従業員の平均給与月額は、平成11年９月支給分の１人平均月額（税込）であり、賞与は含んでおり

ません。

５．海上従業員の平均給与月額は、平成11年９月支給分の基本給、基準内手当及び時間外関連手当の１人平

均月額（税込）であり、賞与は含んでおりません。

円人
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第２　事業及び営業の状況

１．事　業　の　状　況

(1）ナビックス ライン株式会社との合併

　当社とナビックス ライン株式会社は、平成11年１月29日開催の臨時株主総会において合併契約書の承認を受

け、同年４月１日に合併し、商号を「株式会社 商船三井」に変更致しました。合併に関する概要については、

次のとおりであります。

①　合 併 の 目 的         

　当社並びにナビックス ライン株式会社は、両社とも近年順調に業績を伸ばしてまいりましたが、ボーダー

レスな大競争時代にあって、特に不定期船、油送船部門での経営基盤の強化、経営資源の効率的な活用を図り、

一層国際競争力を高めていくために合併致しました。

②　合 併 の 方 法         

　当社とナビックス ライン株式会社は、対等の精神で合併致しました。但し、手続き上は当社が存続会社で

あり、ナビックス ライン株式会社は解散致しました。

③　合 併 期 日         

　平成11年４月１日

④　新株式の発行及び割当

　当社は、合併に際して額面普通株式（１株の額面金額50円）121,493,299株を発行し、合併期日前日最終の

ナビックス ライン株式会社の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主（実質株主を含む）に対し、その

所有するナビックス ライン株式会社の額面普通株式（１株の額面金額50円）3.5株につき当社の額面普通株式

１株の割合を以って、これを割当交付致しました。

⑤　資本金及び資本準備金

　合併により増加した当社の資本金及び資本準備金は、次のとおりです。

・資　本　金　　6,074,664,950円

・資本準備金　　　135,483,428円

⑥　新株式に対する利益配当

　合併に際して発行する新株式に対する利益配当の計算は、平成11年４月１日を起算日と致しました。

⑦　資 産 等 の 引 継         

　当社は、合併期日をもって、ナビックス ライン株式会社から資産及び負債ならびに権利義務の一切を引継

ぎました。

　なお、受入価額については、ナビックス ライン株式会社の平成11年３月31日現在の貸借対照表価額を基礎

としております。

⑧　合併により引継いだ資産及び負債

　ナビックス ライン株式会社から引継いだ資産及び負債の内訳は、次のとおりです。
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ナビックス ライン株式会社から引継いだ資産及び負債

（平成11年４月１日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　　産　　の　　部） （負　　債　　の　　部）

流 動 資 産 23,140 流 動 負 債 50,696

現 金 ・ 預 金 4,040 営 業 未 払 金 3,399

営 業 未 収 金 4,140 短 期 借 入 金 42,016

短 期 貸 付 金 4,942 未 払 金 1,472

立 替 金 1,864 未 払 法 人 税 等 5

有 価 証 券 770 未 払 費 用 206

貯 蔵 品 980 前 受 金 2,449

繰 延 及 び 前 払 費 用 5,124 預 り 金 597

代 理 店 債 権 865 代 理 店 債 務 0

そ の 他 流 動 資 産 1,369 賞 与 引 当 金 523

貸 倒 引 当 金 △　 957 そ の 他 流 動 負 債 24

固 定 資 産 51,561 固 定 負 債 17,795
 

（有 形 固 定 資
 

産） 29,169 長 期 借 入 金 14,027

船 舶 22,331 退 職 給 与 引 当 金 3,726

建 物 2,518 そ の 他 固 定 負 債 41

構 築 物 機 械 装 置 174

車 輌 ・ 運 搬 具 2

器 具 ・ 備 品 283

土 地 3,072

そ の 他 有 形 固 定 資 産 786
 

（無 形 固 定 資
 

産） 917

無 形 固 定 資 産 917

（投　　　 資 　　　等） 21,473

投 資 有 価 証 券 7,390

子 会 社 株 式 4,097

長 期 貸 付 金 8,107

長 期 前 払 費 用 495

そ の 他 投 資 等 3,149

貸 倒 引 当 金 △ 1,766

負 債 合 計 68,491

資 産 合 計 74,701 差 引 正 味 財 産 6,210

　（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額　54,840百万円

３．有価証券には、自己株式３百万円を含めて記載しております。
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(2）営業の主要部分の譲渡契約等の概要

　該当事項はありません。

(3）営業の主要部分の賃貸借、技術援助契約等の概要

　該当事項はありません。

(4）研 究 開 発 活 動         

　当社の研究開発は、

１．地球環境の保全を図りつつ、船舶運航の安全を確保し、かつそのコスト低減を図るための船舶運航技術

２．高度かつ多岐にわたる顧客の要望に応じ、貨物を安全に輸送するための輸送環境調査や制御などの輸

送・物流技術

に重点をおいて取り組んでおります。当上半期は、前期に引き続き厳しい経営環境に鑑み、研究項目を絞って活

動を実施しました。

２．営　業　の　状　況

(ｲ）一 般 概 況         

　当上半期においては、米国経済は引き続き好調を維持する一方、欧州は内需低迷により大幅な回復には至りま

せんでした。アジア諸国は危機的状況を脱しつつあり、一部の国を除き総じて回復基調に転じました。わが国に

おいては、金融・財政政策が奏功し、ようやく景気の底を打ちましたが、民間需要の回復力は未だ弱く本格的回

復には至りませんでした。

　このような状況のもと、当社は、定期船部門では従来から取り進めてきたコスト削減と運航合理化に加え、旺

盛なアジア出し荷動きを背景に、北米航路を中心に運賃レベルの一部修復ができたことにより、損益の改善を果

たすことができました。不定期専用船部門では、わが国の粗鋼生産量の回復など市況改善要因もありましたが、

アジア諸国経済が本格的な回復に至っていないことや、新造船の竣工による船腹供給の増加などにより、昨年来

の市況低迷がさらに深刻化し、損益は悪化しました。また、油送船部門も原油・石油製品の荷動きの低迷により、

損益は悪化しました。一方、液化ガス船部門においては、長期契約をベースとして、前年同期を上回る損益を確

保しました。

　当社は本年４月１日にナビックス ライン株式会社と合併し、コンテナ、ドライバルク、及びエネルギーの各

輸送分野において、よりバランスのとれた収益構造を有する新生「商船三井」としてスタート致しました。これ

を機に、平成６年から全社を挙げて取り組んできた「創造的改革」運動を、本年度より第３段階にステップアッ

プし、新たな商船三井グループ３ヵ年経営計画として「MOST21」(MITSUI O.S.K. LINES' STRATEGY TOWARDS

21）を策定致しました。「MOST21」ではグループ経営の強化に一層の重点を置き、関係会社を含めた商船三井グ

ループ全体での合併効果の極大化を追求し、出来るだけ早期の安定的な１割配当体制の確立を目標に、21世紀に

向けて更に飛躍・発展するための経営基盤強化に鋭意取り組んでいます。

　なお、コンピューター西暦2000年問題については、経営の根幹に関わる重要課題であると認識し、1996年10月

から情報システム部門にプロジェクトチームを編成、対応作業を進めました。1998年９月には本社に「2000年問

題モニターグループ」を設置の上、海外各地域においてプロジェクトチームを発足させ、船舶、関連施設及び情

報・通信システム機器・ソフトを対象に、本社のみならず国内外関係会社も含めて商船三井グループとしての対

応に取り組んで参りました。現在、本問題への対策はほぼ終了したと考えています。

　プロジェクトチームが発足した1996年以降、2000年問題に支出した費用の総額は約6.4億円と見込んでおりま

す。当社は1996年以前からも計画的に基幹情報システム開発投資を実施しており、2000年問題への対応も一連の

計画の中で包括的に実施しています。但し、上記の金額には1996年プロジェクトチーム発足以前の費用、及び

1999年９月フル稼働したアジア地域システムに関する開発・導入費用中の当該問題関連費用（2000年問題対応部

分のみを算定することは困難であるため）は含まれておりません。当社では上述の2000年問題対応に必要とする

費用が、当社業績に重大な影響を及ぼすことはないものと考えています。

　万一問題が発生した場合でも、船舶の安全運航及び貨物の安全輸送等、当社の業務全般への影響と損害を最小

限にとどめるための危機管理計画の策定については、本社各部門及び地域プロジェクトを中心に編成されたコン

ティンジェンシープランプロジェクトチームにより、各部門毎の計画を1999年５月までに完了しております。さ

らにそれらを統合したグローバルコンティンジェンシープランについても、同９月までに策定済みであり、これ



－　　－

（8）／ 99/12/27 16:32（99/12/17 13:24）／ 97_75610_第１会社の概況_商船三井_半期

8

に基づき各部門で業務のマニュアル化や準備作業を実施中です。また、船舶用のコンティンジェンシープランは

すでに昨年末作成の上、各船に備え付けており、各船ではこれに基づいて対応訓練を定期的に実施しています。

(ﾛ）各 部 門 別 の 概 況         

１．定 期 船 部 門         

　定期船部門では、当上半期末で、使用船腹は傭船も含め前年度末比７隻増の76隻となり、保有スロット数は

同１％減の17万ＴＥＵとなりました。また、運用しているコンテナ数はリースも含め同６％増の25万８千ＴＥ

Ｕとなりました。当上半期の部門損益は、各種コスト削減効果に加えて旺盛な荷動きを背景に、基幹航路にお

ける高い消席率と運賃レベルの上昇が寄与した結果、前年同期比で大幅に改善しました。

１．アジア／北米、アジア／欧州の東西基幹航路では平成10年２月にアメリカン・プレジデント・ラインズ

（APL）及び現代商船と共に結成した「ザ・ニューワールド・アライアンス」のサービス網によって、高

品質サービスを安定的に提供しました。荷動きはアジア諸国からの旺盛な輸出により、北米、欧州向け往

航は活況を呈しました。特に北米航路では米国の好景気を背景にスペース需給が逼迫し、本年５月の運賃

修復が可能となりました。欧州航路においても往航は高い消席率を維持し、運賃レベルの修復を果たすこ

とができました。アジア向けの復航荷動きは、北米、欧州とも回復傾向がみられるものの依然として往航

との開きは大きく運賃は低位に推移しましたが、東西基幹航路の損益は、前年同期比で大きく改善しまし

た。

２．南米・アフリカ・豪州等の南米航路では、南米諸国の景気低迷により南米航路では期初に荷動きが低迷し

ましたが、アフリカ他の航路は堅調に推移し、運賃レベルの一部修復と営業努力の結果、ほぼ前年同期並

の損益を確保しました。

３．アジア域内航路では、アジア諸国の経済が引き続き低調で、運賃は下落傾向にありましたが、各種コスト

削減や営業努力に努めた結果、ほぼ前年同期並の損益となりました。

２．不定期専用船部門         

　一般不定期船及び鉄鋼原料船では、日本の粗鋼生産が回復基調に転じたものの、日本を含むアジア諸国の荷

動きは引き続き低調で、解撤量を上回る新造撒積船の竣工により世界の船腹量が増加したことから傭船、運賃

市況が低迷し、前年同期比で損益は悪化しました。

　石炭船は、合併効果によりシェアは順調に拡大しましたが、不定期船市況低迷の影響を受け、損益は前年同

期比で悪化しました。

　チップ専用船は、船腹量は依然として過剰でしたが、国内製紙メーカーの減産傾向には歯止めがかかり、ス

ポット貨物の獲得とコスト削減により、前年同期比で損益は改善しました。

　プラント関係では、東南アジアの景気低迷の影響などによる海外案件の中止や入札延期が相次ぎ、プラント

荷動きが低迷したため、前年同期比で損益は悪化しました。

　自動車船は、南米・ペルシャ湾向け荷動きが著しく減少しましたが、旺盛な北米向け荷動きに支えられ、前

年同期並の輸送数量を確保しました。採算面では、運航効率の向上と運航費の節減に努力したにもかかわらず、

円高と燃料油価格の上昇により、前年同期比で損益は悪化しました。

３．油送船／液化ガス船部門

　油送船は、ＯＰＥＣの協調減産による原油価格高騰や国内原油処理量の低下等の結果、原油・石油製品とも

に荷動きが低迷し、傭船マーケットが下落したことと、燃料油価格が上昇したことにより、フリー船の運航採

算が悪化したため、前年同期比で損益は悪化しました。

　ＬＮＧ船は、長期契約の下で各船とも順調に稼動した結果、前年同期を上回る損益を確保しました。また、

６月にカタールＬＮＧプロジェクト向け第７番船が竣工しました。

４．その他海運業及びその他事業部門

　物流事業部門では、４月に京浜地区物流会社２社を合併させ、また７月にはシンガポールの物流会社２社を

統合再編し、営業基盤の一層の充実を図りました。
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(ﾊ）要 約         

　上記環境のなかで、当上半期の営業収益は3,296億１千６百万円（前年同期比8.0％増）、経常利益は122億４

千２百万円（同42.1％増）となり、当中間純利益は57億７千２百万円（同32.0％増）の計上となりました。

　なお、当上半期末の当社社船船腹量は43隻、437万４千重量トンとなりました。これに定期傭船443隻、2,736

万３千重量トン、裸傭船３隻、25万１千重量トン、運航受託船７隻、51万重量トンを加えた当上半期末の当社総

船腹取扱量は496隻、3,249万９千重量トンとなりました。

　上述のうち、ナビックス ライン株式会社との合併に伴い、社船８隻、123万７千重量トン、定期傭船133隻、

1,051万１千重量トン、裸傭船１隻、23万８千重量トン、運航受託船４隻、34万１千重量トンを加えた総船腹取

扱量146隻、1,232万７千重量トンを引継ぎました。

部門別営業収益実績

期　　別

部 門 別

平 成 10 年 度 上 半 期
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

平 成 11 年 度 上 半 期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

定 期 船 145,823百万円 47.8％ 137,070百万円 41.6％

不 定 期 専 用 船 102,675 33.6 119,835 36.4

油送船／液化ガス船 51,424 16.8 66,950 20.3

海

運

業
そ の 他 3,288 1.1 4,038 1.2

そ の 他 事 業 2,019 0.7 1,720 0.5

計 305,231 100.0 329,616 100.0

　（注）１．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。
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第３　設　備　の　状　況

１．設　備　の　異　動

(ｲ）当上半期中の竣工船舶

船 種 船 名 竣 工 年 月 タ ン ク 容 量
主機の種類及び馬力
（Ｔ＝タービン） 満載航海速力

Ｌ Ｎ Ｇ 船 ド ー ハ 平 成 1 1 年 ６ 月 135,203 Ｔ36,440馬力 19.5ノット

　（注）１．「ドーハ」は、日本郵船㈱、川崎汽船㈱、飯野海運㈱との共有船。当社持分36.5％。

２．タンク容量は、載貨可能な容量（全容量の98.5％）で表示しております。

(ﾛ）当上半期中に自動車船「ぐろーりあすえーす」のマツダ ライン㈱持分（50％）を譲受しました。国際マリン

トランスポート㈱との共有船。当社持分70％。

(ﾊ）平成11年４月１日のナビックス ライン株式会社との合併により引継いだ設備

区 分 船 舶 建 物 土 地 そ の 他 合 計

設 備 の 規 模 ８　　　隻 14,016㎡ 66,664㎡ － －

帳 簿 価 額 ※　　 22,331百万円 2,518百万円 3,072百万円 1,246百万円 29,169百万円

　（注）　※は共有持分が増加したＬＮＧ船６隻を含んでおります。

(ﾆ）当上半期中に竣工したその他の重要な設備はありません。

(ﾎ）当上半期中に４隻（181,672メトリックトン）の船舶を売却いたしました。

(ﾍ）当上半期中に津田沼社宅土地（2,334㎡）を売却いたしました。

２．設 備 計 画         

　建造中及び建造予定船舶

資 金 調 達 方 法
船 種 船 名

配船予定
航 路

タンク容量
満　　載
航海速力

起 工 竣工予定
建 造 予 定
船 価

既 支 払 額 今後の所要額

日本開発銀行 市 中 銀 行 自 己 資 金

ノット 平成 平成 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

※１
ＬＮＧ船

アル　ビダ
カタール／
日 本

約135,000 19.5
９年６月
タンク着工

11年11月
10,852

(US$ 90,254千)
7,204

(US$ 56,146千)
3,647

(US$ 34,108千)
1,768

(US$ 16,534千)
2,150

(US$ 20,104千)
△　 270

(△US$2,530千)

※１
ＬＮＧ船

ア ル
ジャスラ

カタール／
日 本

約135,000 19.5
10年８月
タンク着工

12年６月
10,184

(US$ 89,520千)
6,384

(US$ 53,992千)
3,799

(US$ 35,527千)
1,791

(US$ 16,753千)
2,564

(US$ 23,980千)
△　 556

(△US$5,206千)

※２
ＬＮＧ船

未 定
インドネシア／
日 本

約 22,500 16.5 11年２月 12年10月 7,584 1,318 6,266 3,520 1,760 986

※３
ＬＮＧ船

未 定
オマーン／
日 本

約135,000 19.5
11年１月
タンク着工

12年10月 1,481 595 886 0 0 886

合計　４隻
30,103

(US$179,775千)
15,502

(US$110,138千)
14,600

(US$ 69,636千)
7,080

(US$ 33,288千)
6,474

(US$ 44,084千)
1,045

(△US$7,736千)

　（注）１．※１のＬＮＧ船は２隻共、日本郵船㈱、川崎汽船㈱、飯野海運㈱との共有船。当社持分36.5％。

２．※２のＬＮＧ船は、ヌサンタラ シッピング㈱との共有船。当社持分80％。

３．※３のＬＮＧ船は、大阪ガスインターナショナルトランスポート㈱、日本郵船㈱、川崎汽船㈱との共有

船。当社持分７％。

４．タンク容量は、載貨可能な容量（全容量の98.5％）で表示しております。

５．記載金額は当社持分に係るものであります。

６．記載金額には消費税等は含まれておりません。

７．日本開発銀行は平成11年10月１日付をもって業務を日本政策投資銀行に継承しております。
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第４　経　理　の　状　況

(1）当社の中間財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「中間財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠

して作成しております。

　なお、前中間会計期間（自平成10年４月１日　至平成10年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成11年４月１日　至平成11年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　また、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額の表示は、百万円未満を切り捨てて記載しております。

(2）当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成10年４月１日　至平成10年９月30日

まで）及び当中間会計期間（自平成11年４月１日　至平成11年９月30日まで）の中間財務諸表について、朝日監査

法人の中間監査を受けております。また、旧ナビックス ライン株式会社の前中間会計期間（平成10年４月１日か

ら平成10年９月30日まで）の中間財務諸表についてはセンチュリー監査法人の中間監査を受けております。これら

の中間監査報告書は、「経理の状況」の末尾に添付しております。

(3）当社（旧社名大阪商船三井船舶株式会社）は平成11年４月１日を合併期日としてナビックス ライン株式会社と

合併すると共に株式会社商船三井に社名変更いたしました。従い、当事業年度は合併初年度であり、当中間会計期

間の中間財務諸表に対比する前中間会計期間に係る中間財務諸表及び前事業年度に係る要約財務諸表は、旧大阪商

船三井船舶株式会社と旧ナビックス ライン株式会社ごとに表示しております。
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１．中 間 財 務 諸 表         

(1）中 間 損 益 計 算 書         （単位：百万円）

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

前 事 業 年 度 の        
要約損益計算書        

自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

期　　別

科　　目 金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率

％ ％ ％ ％ ％

Ⅰ 海 運 業 収 益 303,211 100.0 69,023 100.0 327,895 100.0 581,810 100.0 124,686 100.0

Ⅱ 海 運 業 費 用 279,592 92.2 64,214 93.0 301,560 92.0 533,166 91.6 117,801 94.5

海 運 業 利 益 23,618 7.8 4,808 7.0 26,335 8.0 48,643 8.4 6,884 5.5

Ⅲ そ の 他 事 業 収 益 2,019 0.7 － － 1,720 0.5 3,704 0.6 － －

Ⅳ そ の 他 事 業 費 用 1,140 0.4 － － 735 0.2 1,925 0.3 － －

そ の 他 事 業 利 益 879 0.3 － － 984 0.3 1,778 0.3 － －

営 業 総 利 益 24,497 8.1 － － 27,320 8.3 50,421 8.7 － －

Ⅴ 一 般 管 理 費 12,635 4.2 2,935 4.3 12,006 3.6 23,815 4.1 5,992 4.8

営 業 利 益 11,862 3.9 1,872 2.7 15,314 4.7 26,606 4.6 891 0.7

Ⅵ 営 業 外 収 益 (※１) 4,044 1.3 2,385 3.5 5,135 1.5 8,956 1.5 3,201 2.6

Ⅶ 営 業 外 費 用 (※２) 7,287 2.4 1,024 1.5 8,207 2.5 17,411 3.0 2,211 1.8

経 常 利 益 8,618 2.8 3,234 4.7 12,242 3.7 18,150 3.1 1,881 1.5

Ⅷ 特 別 利 益 (※３) 5,833 1.9 440 0.6 5,963 1.8 7,638 1.3 917 0.7

Ⅸ 特 別 損 失 (※４) 7,099 2.3 3,417 4.9 8,832 2.6 10,819 1.8 25,615 20.5

税 引 前 中 間 純 利 益 7,352 2.4 257 0.4 9,373 2.9 － － － －

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△)

－ － － － － － 14,969 2.6 △ 22,816 △ 18.3

法 人 税 及 び 住 民 税 2,980 1.0 146 0.2 － － － － － －

法人税、住民税及び事業税 － － － － 3,601 1.1 5,829 1.0 7 0.0

過年度法人税、住民税及び事業税 － － － － － － － － △　　328 △　0.3

中 間 純 利 益 4,372 1.4 111 0.2 5,772 1.8 － － － －

当期純利益又は当期純損失(△) － － － － － － 9,139 1.6 △ 22,495 △ 18.0

前 期 繰 越 利 益 1,620 3,196 1,479 1,620 3,196

圧縮記帳積立金取崩額 － － － － 163

中 間 未 処 分 利 益 5,993 3,307 7,251 － －

当期未処分利益又は当期未処理損失(△) － － － 10,760 △ 19,135
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(2）中 間 貸 借 対 照 表         
（単位：百万円）

前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）

前事業年度末の        
要約貸借対照表        

（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

(1）現 金 ・ 預 金 (※３) 17,176 7,544 25,088 15,600 4,040

(2）海運業未収金 (※３) 69,592 5,508 54,184 50,916 4,140

(3）その他事業未収金 161 － 63 100 －

(4）有 価 証 券
※２
※５

20,205 6,343 13,536 21,118 786

(5）貯 蔵 品 5,326 1,470 7,312 4,770 980

(6）繰延及び前払費用 30,728 4,596 29,506 25,758 5,124

(7）そ の 他
※３
※４

34,216 13,040 48,695 36,840 9,043

(8）貸 倒 引 当 金 △ 　406 △　　74 △ 1,303 △ 　329 △　 957

流 動 資 産 合 計 176,999 32.5 38,428 33.6 177,085 29.9 154,775 29.1 23,161 31.0

Ⅱ 固 定 資 産

(1）有形固定資産 (※１)

１．船 舶 (※２) 94,219 27,752 132,812 109,576 22,331

２．土 地 (※２) 55,569 （注）欄外参照 59,224 56,006 3,072

３．建設仮勘定 27,091 － 15,842 19,870 －

４．そ の 他 (※２) 24,336 201,216 6,264 34,016 26,584 234,463 23,754 209,207 3,011 28,417

(2）無形固定資産 2,511 920 5,571 2,508 917

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券
※２
※３
※５

68,203 20,298 69,710 70,805 5,997

２．関係会社株式
※２
※３

72,448 5,648 78,846 71,847 5,490

３．そ の 他 (※３) 24,198 15,621 30,083 24,383 12,501

４．貸倒引当金 △ 1,338 163,511 △　 582 40,987 △ 3,355 175,285 △ 1,991 165,045 △ 1,766 22,226

固 定 資 産 合 計 367,240 67.5 75,924 66.4 415,320 70.1 376,761 70.9 51,561 69.0

資 産 合 計 544,240 100.0 114,353 100.0 592,405 100.0 531,537 100.0 74,722 100.0

（負 債 の 部）

Ⅰ 流 動 負 債

(1）海運業未払金 (※３) 71,122 5,130 54,564 51,487 3,399

(2）その他事業未払金 66 － 5 19 －

(3）社債短期償還金 15,000 － － 15,000 －

(4）短 期 借 入 金
※２
※３

48,299 52,561 89,991 42,719 42,016

(5）前 受 金 46,399 2,802 45,836 40,044 2,449

(6）引 当 金 2,087 477 5,622 2,265 523

(7）そ の 他 14,929 1,197 15,508 15,420 2,304

流 動 負 債 合 計 197,904 36.4 62,168 54.4 211,528 35.7 166,957 31.4 50,696 67.9

Ⅱ 固 定 負 債

(1）社 債 81,000 － 87,900 87,900 －

(2）長 期 借 入 金
※２
※３

128,058 19,056 139,899 134,757 14,027

(3）引 当 金

１．退職給与引当金 1,449 4,156 5,007 1,273 3,726

２．そ の 他 330 1,779 85 4,241 567 5,574 467 1,740 － 3,726

(4）そ の 他 4,418 49 4,175 4,335 41

固 定 負 債 合 計 215,257 39.5 23,347 20.4 237,550 40.1 228,734 43.0 17,795 23.8

負 債 合 計 413,161 75.9 85,515 74.8 449,078 75.8 395,691 74.4 68,491 91.7
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（単位：百万円）

前中間会計期間末

（平成10年９月30日現在）

前事業年度末の        
要約貸借対照表        

（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 本 の 部） ％ ％ ％ ％ ％

Ⅰ 資 本 金 58,840 10.8 21,261 18.6 64,915 11.0 58,840 11.1 21,261 28.4

Ⅱ 資本準備金 43,751 8.0 2,658 2.3 43,886 7.4 43,751 8.2 2,658 3.6

Ⅲ 利益準備金 6,967 1.3 62 0.1 7,417 1.2 6,967 1.3 62 0.1

Ⅳ
その他の剰余金
又 は 欠 損 金

(1）任 意 積 立 金 15,525 1,547 19,855 15,525 1,383

(2）中間未処分利益 5,993 3,307 7,251 － －

(3）
当期未処分利益又は
当期未処理損失(△)

－ － － 10,760 △19,135

その他の剰余金合計
又は欠損金合計(△)

21,519 4.0 4,854 4.2 27,107 4.6 26,286 5.0 △17,751 △23.8

資 本 合 計 131,078 24.1 28,837 25.2 143,326 24.2 135,845 25.6 6,230 8.3

負 債 資 本 合 計 544,240 100.0 114,353 100.0 592,405 100.0 531,537 100.0 74,722 100.0

　（注）　旧ナビックス ライン株式会社の前中間会計期間末における中間貸借対照表では、「土地」について区分

掲記されていないため、同金額については「(1）有形固定資産　４．その他」に含んで表示しております。



－　　－

（15）／ 99/12/27 16:29（99/12/16 17:32）／ 97_75610_第４経理の状況_商船三井_半期

15

中間財務諸表作成の基本となる事項

前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

〔１〕正規の決算において採用して

いる会計処理の原則及び手続

と異なる会計処理等

１．正規の決算において採用してい

る会計処理の原則及び手続との

相違点

〔１〕正規の決算において採用して

いる会計処理の原則及び手続

と異なる会計処理等

(1）減価償却費

年間償却見積り額を期間に基

づいて配分しております。

(2）退職給与引当金繰入額

年間繰入見積り額を期間に基

づいて配分しております。

①　減価償却費は中間会計期間

末に有する有形固定資産に

対する年間償却見積額の

1／2を計上する方法によっ

ております。

但し、中間会計期間中に取

得した有形固定資産につい

ては、中間会計期間負担分

を計上しております。

①　減価償却費は中間会計期間

末に有する有形固定資産に

対する年間償却見積額の

1／2を計上する方法によっ

ております。

但し、中間会計期間中に取

得した有形固定資産につい

ては、中間会計期間負担分

を計上しております。

②　退職給与引当金繰入額は年

間繰入見積額の1／2を計上

する方法によっておりま

す。

②　退職給与引当金繰入額は年

間繰入見積額の1／2を計上

する方法によっておりま

す。

③　法人税及び住民税は、実効

税率により負担すべき税額

を計上する方法によってお

ります。

(3）法人税及び住民税並びに事業

税

当中間会計期間を一事業年度

とみなして計算した額を計上

しております。

なお、租税特別措置法上の準

備金の課税所得に対する影響

額を考慮しております。 ③　法人税、住民税及び事業税

は、実効税率により負担す

べき税額を計上する方法に

よっております。

④　事業税は、実効税率により

負担すべき税額を計上する

方法によっております。

〔２〕たな卸資産の評価基準及び評

価方法

燃料油については移動平均法

による原価法であり、その他

船用品については個別法によ

る原価法であります。

２．たな卸資産（貯蔵品）の評価基

準及び評価方法

燃料油：先入先出法による原価

法

〔２〕たな卸資産の評価基準及び評

価方法

燃料油については移動平均法

による原価法であり、その他

船用品については個別法によ

る原価法であります。

法人税率＋(住民税率×法人税率)
実効税率：

１＋事業税率

事業税率
実効税率：

１＋事業税率

法人税率＋(住民税率×法人税率)＋事業税率
実効税率：

１＋事業税率
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前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

〔３〕有形固定資産の減価償却の方

法

法人税法に規定する方法に

よっており、船舶及び建物に

ついては定額法、その他資産

については定率法によってお

ります。

有形固定資産の計上基準は、

従来20万円でしたが、平成10

年度の法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間から10万

円に変更しました。

なお、平成10年４月１日以降

取得した取得原価10万円以上

20万円未満の資産について

は、３年間で均等に償却する

方法を採用しております。

この変更により、前年中間会

計期間と同一の基準によった

場合に比べ営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、

それぞれ３百万円多く計上さ

れております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

(1）船舶

法人税法に定める方法と同一

の基準による定額法

(2）その他の有形固定資産

法人税法に定める方法と同一

の基準による定率法

（追加情報）

建物（建物附属設備は除

く）については、平成10年

度の法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間から耐

用年数を短縮しておりま

す。

この変更に伴い、前中間会

計期間と同一の耐用年数に

よった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前中

間純利益は11百万円少なく

計上されております。

〔３〕有形固定資産の減価償却の方

法

法人税法に規定する方法に

よっており、船舶及び建物に

ついては定額法、その他資産

については定率法によってお

ります。

（耐用年数の変更）

建物（建物附属設備を除

く。）については、当中間

期から平成10年度の法人税

法の改正により、耐用年数

の短縮を行っております。

これに伴い、前中間期と同

一の基準によった場合に比

べ営業費用は59百万円増加

し、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ同額減

少しております。

〔４〕リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同　　　左

〔４〕リース取引の処理方法

同　　　左
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前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

〔５〕その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

〔５〕その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理につい

て

消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。

①　消費税等の会計処理につい

て

同　　　左

①　消費税等の会計処理につい

て

同　　　左

②　外貨建借入金の為替予約に

伴う処理について長期為替

予約の付されている外貨建

借入金には、当該予約によ

る円貨額を付しており、こ

れによる為替予約差額は、

当該予約を行った日の属す

る期から決済日の属する期

までの各期に月数により配

分しております。

なお、当該予約差額のう

ち、当期配分額10百万円は

中間損益計算書上営業外費

用に含めて処理しており、

次期以降の配分額は中間貸

借対照表に繰延差益として

流動負債（前受金）に23百

万円及び固定負債（その

他）に７百万円、また前払

費用として流動資産（繰延

及び前払費用）に８百万円

を計上しております。

②　外貨建借入金の為替予約に

伴う処理について長期為替

予約の付されている外貨建

借入金には、当該予約によ

る円貨額を付しており、こ

れによる為替予約差額は、

当該予約を行った日の属す

る期から決済日の属する期

までの各期に月数により配

分しております。

なお、当該予約差額のう

ち、当期配分額８百万円は

中間損益計算書上営業外費

用に含めて処理しており、

次期以降の配分額は中間貸

借対照表に繰延差益として

流動負債（前受金）に７百

万円を計上しております。

③　支払利息につきましては原

則として発生時に費用処理

しておりますが、事業用の

建設資産のうち、工事着工

より工事完成までの期間が

長期にわたり且つ投資規模

の大きい資産については、

工事期間中に発生する支払

利息を取得原価に算入して

おります。当中間期中に取

得原価に算入した支払利息

は754百万円でＬＮＧプロ

ジェクトに投入される船舶

にかかるものです。

③　支払利息につきましては原

則として発生時に費用処理

しておりますが、事業用の

建設資産のうち、工事着工

より工事完成までの期間が

長期にわたり且つ投資規模

の大きい資産については、

工事期間中に発生する支払

利息を取得原価に算入して

おります。当中間期中に取

得原価に算入した支払利息

は375百万円でＬＮＧプロ

ジェクトに投入される船舶

にかかるものです。
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（追 加 情 報         ）

前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

(1）貸倒引当金

　貸倒引当金は、従来、法人税法

の規定に基づく法定繰入率による

繰入限度額のほか個別の債権につ

いても回収の可能性を検討し、回

収不能見積額を計上しておりまし

たが、平成10年度の法人税法の改

正に伴い当中間会計期間から、法

定繰入率にかえて同法に関する実

績繰入率による繰入限度額を計上

する方法に変更しました。

　この変更により、従来の方法に

比べ、一般管理費で50百万円、営

業外費用で23百万円増加し、経常

利益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ74百万円減少しております。

(1）賞与引当金

　従来、従業員に対する賞与の支

給に充てるため、法人税法に規定

する支給対象期間基準により繰入

限度相当額を計上しておりました

が、平成10年度の法人税法の改正

に伴い、当中間会計期間から、当

期に負担すべき支給見込額を計上

する方法に変更しました。

　この変更による影響額は軽微で

あります。

(1）自社利用ソフトウェア

　前中間会計期間まで投資その他

の資産（「その他」）に計上して

いたソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの

会計処理に関する実務指針」（日

本公認会計士協会会計制度委員会

報告第12号　平成11年３月31日）

における経過措置の適用により、

従来の会計処理方法を継続して採

用しております。但し、同報告に

より上記に係るソフトウェアの表

示については、投資その他の資産

（「その他」）から無形固定資産

に変更し、減価償却の方法につい

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2）賞与引当金

　賞与引当金は、従来、法人税法

の規定に基づく支給対象期間基準

による繰入限度額を計上しており

ましたが、法人税法の改正に伴い

当中間会計期間から支給見込額基

準により計上する方法に変更しま

した。

　この変更による当中間財務諸表

に与える影響額は軽微でありま

す。

(2）船舶特別修繕引当金

　従来、船舶の特別修繕（定期検

査）に要する費用の支出に充てる

ため法人税法の規定に基づく繰入

限度相当額を計上しておりました

が、平成10年度の法人税法の改正

に伴い、当中間会計期間から、当

期に負担すべき修繕見積額を計上

する方法に変更しました。

　この変更による影響額は軽微で

あります。

(2）事業税

　前中間期において「一般管理

費」に含めておりました「事業

税」（当中間期291百万円）は、

中間財務諸表等規則の改正により

「法人税及び住民税」（当中間期

3,310百万円）に含め、当中間期

においては「法人税、住民税及び

事業税」として表示しておりま

す。

(3）特別修繕引当金

　特別修繕引当金は、従来、法人

税法の規定に基づく繰入限度額を

計上しておりましたが、法人税法

の改正に伴い当中間会計期間か

ら、過去の実績を基礎に将来の見

込みを加味して計上する方法に変

更しました。

　この変更による当中間財務諸表

に与える影響は軽微であります。
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（会 計 方 針 の 変 更         ）

前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

海運業収益及び海運業費用の計上基

準については、従来航海完了基準を

採用しておりましたが、近年の運航

船腹の船型の大型化に対応し航海の

経過に応じた期間損益をより合理的

に算定するため、当中間期より航海

日割基準に変更しました。

これにより従来の方法に比べ、海運

業収益は5,062百万円、海運業費用

は4,890百万円、海運業利益は172百

万円それぞれ増加しております。

（表 示 方 法 の 変 更         ）

前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

前中間会計期間末まで、中間貸借対

照表において流動資産の「その他」

に含めて表示していた「短期貸付

金」は、当中間会計期間末より資産

総額の100分の５を超えたため区分

掲記しております。

なお、前中間会計期間末における

「短期貸付金」の金額は、800百万

円であります。
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注 記 事 項         

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間        前 事 業 年 度        期　　別

摘　　要 旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当中間会計期間        

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

※１ 営業外収益のうち重要

なもの

受取利息及び割引料 564百万円 365百万円 1,191百万円 1,041百万円 761百万円

受 取 配 当 金 2,813　〃 1,597　〃 3,268　〃 4,537　〃 1,933　〃

有 価 証 券 売 却 益 152　〃 35　〃 121　〃 1,658　〃 37　〃

※２ 営業外費用のうち重要

なもの

支払利息及び割引料 4,097百万円 987百万円 4,592百万円 7,802百万円 1,881百万円

社 債 利 息 1,768　〃 －　〃 1,485　〃 3,556　〃 －　〃

有 価 証 券 売 却 損 333　〃 －　〃 98　〃 2,378　〃 －　〃

為 替 差 損 185　〃 －　〃 1,587　〃 2,408　〃 259　〃

※３ 特別利益のうち重要な

もの

投資有価証券売却益 4百万円 450百万円 2,612百万円 971百万円 119百万円

船 舶 売 却 益 253　〃 －　〃 58　〃 1,007　〃 323　〃

土 地 売 却 益 3,553　〃 －　〃 1,709　〃 3,553　〃 －　〃

傭 船 解 約 金 1,905　〃 799　〃 1,503　〃 1,905　〃 418　〃

※４ 特別損失のうち重要な

もの

関 係 会 社 整 理 損 －百万円 596百万円 4,589百万円 288百万円 8,816百万円

退職年金過去勤務掛金 709　〃 245　〃 1,753　〃 1,430　〃 1,513　〃

合併に伴う一時費用 －　〃 －　〃 804　〃 －　〃 －　〃

関係会社株式評価損 －　〃 －　〃 592　〃 1,544　〃 －　〃

固 定 資 産 除 却 損 23　〃 175　〃 425　〃 192　〃 258　〃

特 別 退 職 金 155　〃 1,107　〃 270　〃 312　〃 941　〃

投資有価証券売却損 66　〃 2,872　〃 228　〃 3,889　〃 11,965　〃

固 定 資 産 売 却 損 3　〃 －　〃 167　〃 275　〃 144　〃

投資有価証券評価損 5,468　〃 －　〃 0　〃 1,374　〃 －　〃

※５ 減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 5,801百万円 5,366百万円 8,041百万円 11,993百万円 4,745百万円

無 形 固 定 資 産 0　〃 －　〃 609　〃 0　〃 －　〃

計 5,802　〃 5,366　〃 8,651　〃 11,993　〃 4,745　〃
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（中間貸借対照表関係）

前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額
169,916百万円

※１. 有形固定資産減価償

却累計額
61,260百万円

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額
212,398百万円

※２ 担保に供した資産 ※２. 担　保　資　産 ※２ 担保に供した資産

有 価 証 券 (1）担保に供した資産 有 価 証 券

船 舶 船 舶 27,518百万円 船 舶

土 地 その他有形固定資産 5,446　〃 土 地

有形固定資産(その他) 有 価 証 券 905　〃 有形固定資産(その他)

投 資 有 価 証 券 投資有価証券 12,894　〃 投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式 信 託 受 益 権 0　〃 関 係 会 社 株 式

合 計 46,764　〃

(2）担保を供した債務

の担保に供しております。。。。 短 期 借 入 金 29,483百万円 の担保に供しております。。。。

長 期 借 入 金 18,591　〃

銀 行 保 証 51　〃

合 計 48,126　〃

※担保に供した投資有価証

券及び関係会社株式の

内、

イ）投資有価証券5,589

百万円及び関係会社

株式6,758百万円に

ついては、当社及び

当社関係会社が、米

国海域で油濁事故を

起こした場合に発生

する損失を担保する

目的で差し入れたも

ので、中間期末現在

対応債務は存在して

おりません。。。。

※担保に供した投資有価証

券及び関係会社株式の

内、

イ）投資有価証券6,037

百万円及び関係会社

株式6,758百万円に

ついては、当社及び

当社関係会社が、米

国海域で油濁事故を

起こした場合に発生

する損失を担保する

目的で差し入れたも

ので、中間期末現在

対応債務は存在して

おりません。。。。

ロ）投資有価証券17,290

百万円及び関係会社

株式225百万円につ

いては、将来の通貨

スワップ精算金の担

保目的で差し入れた

もので、中間期末現

在対応債務は存在し

ておりません。。。。

ロ）投資有価証券17,290

百万円及び関係会社

株式225百万円につ

いては、将来の通貨

スワップ精算金の担

保目的で差し入れた

もので、中間期末現

在対応債務は存在し

ておりません。。。。

ハ）投資有価証券2,683

百万円については、

バーマＬＮＧプロ

ジェクトに係わるパ

フォーマンスボンド

発行による保証の担

保目的で差し入れた

もので、中間期末現

在対応債務は存在し

ておりません。。。。

ハ）投資有価証券2,683

百万円については、

バーマＬＮＧプロ

ジェクトに係わるパ

フォーマンスボンド

発行による保証の担

保目的で差し入れた

もので、中間期末現

在対応債務は存在し

ておりません。。。。

このうち 3百万円

〃 86,581 〃

〃 3,892 〃

〃 6,822 〃
は

〃 25,564 〃

〃 6,984 〃

短期借入金 9,194 〃

長期借入金 78,727 〃

このうち －百万円

〃 119,232 〃

〃 5,129 〃

〃 8,180 〃
は

〃 26,011 〃

〃 6,984 〃

短期借入金 15,077 〃

長期借入金 91,727 〃
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前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

※３ このうち外貨建資

産・負債

※３. 主な外貨建資産及び

負債

※３ このうち外貨建資

産・負債

現 金 ・ 預 金 (ｲ）現 金 ・ 預 金 現 金 ・ 預 金

海 運 業 未 収 金 (ﾛ）海 運 業 未 収 金 海 運 業 未 収 金

流動資産(その他) (ﾊ）立 替 金 流動資産(その他)

投 資 有 価 証 券 (ﾆ）その他(流動資産) 投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式 (ﾎ）投 資 有 価 証 券 関 係 会 社 株 式

投資その他の資産(その他) (ﾍ）関 係 会 社 株 式 投資その他の資産(その他)

海 運 業 未 払 金 (ﾄ）長 期 貸 付 金 海 運 業 未 払 金

短 期 借 入 金 (ﾁ）その他(投資その他の資産) 短 期 借 入 金

長 期 借 入 金 (ﾘ）海 運 業 未 払 金 長 期 借 入 金

(ﾇ）その他(流動負債)

外貨建長期金銭債権の中

間期末日の為替相場によ

る円換算額は下記の通り

であります。。。。

外貨建長期金銭債権

中間貸借対照表計上額

4,978百万円

期末日レート換算額

6,398百万円

差　　　　　　額

かっこ内は中間会計期間末

日の為替相場による円換算

額であります。。。。

上記の外貨建長期借入金の

金額は、カタールＬＮＧ輸

送プロジェクトによる将来

のUS$建貸船料収入と対応

しているため実質的に為替

リスクを伴わないUS$建借

入金であります。。。。

1,419百万円(益)

かっこ内は中間会計期間末

日の為替相場による円換算

額であります。。。。

上記の外貨建長期借入金の

金額は、カタールＬＮＧ輸

送プロジェクトによる将来

のUS$建貸船料収入と対応

しているため実質的に為替

リスクを伴わないUS$建借

入金であります。。。。

※４ 消費税等に係る表

示

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ金額的

重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて

表示しております。。。。

※４. 消費税等の表示 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺せず、それ

ぞれ流動資産のその他及

び流動負債のその他に含

めて表示しております。。。。

※４ 消費税等に係る表

示

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ金額的

重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて

表示しております。。。。

※５ 有価証券の所有目

的の変更

流動資産（その他）から有

価証券へ株式4,181百万円

及び投資有価証券へ株式

4,516百万円の振替を行っ

ております。。。。

※５. 投資有価証券 従来、有価証券に計上し

ていた株式のうち4,818

百万円（９銘柄）につい

ては、当該株式の所有目

的の変更に伴い、当中間

期において投資有価証券

に振替えております。。。。

※５ 有価証券の所有目

的の変更

百万円

US$ 7,556千 1,022

US$ 429,714千ほか 62,047

HK$ 113,405千ほか 7,977

HK$ 201,372千ほか 4,548

US$ 240,517千ほか 42,832

US$ 9,224千 1,308
( 1,248)

US$ 335,584千ほか 56,212

US$ 23,608千 3,195

US$ 502,710千 58,223
(68,041)

百万円

US$ 17,759千 1,899

US$ 397,717千ほか 45,426

HK$ 127,141千ほか 10,610

US$ 7,665千ほか 2,460

US$ 242,811千ほか 43,593

US$ 44,462千 5,007
( 4,755)

US$ 270,004千ほか 40,020

US$ 44,765千 5,057

US$ 573,723千 67,181
(61,359)

百万円

US$ 9,600千他 1,343

US$ 30,890千 4,181

US$ 7,648千他 1,063

US$ 5,904千他 1,406

A$ 2,355千他 313

US$ 6,392千他 1,617

US$ 47,272千 4,978

US$ 92千 23

US$ 24,417千他 3,310

US$ 3,298千他 447
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前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

　６ 偶 発 債 務 偶　発　債　務 　６ 偶 発 債 務

(1）保証債務 (
 

1）銀行借入金等に

対する保証債務

(1）保証債務等

被 保 証 者 EUROMOL B.V. 被 保 証 者 TRIUMPH SEA LIMITED

10,000百万円 63,192百万円

PACIFIC LNG TRANSPORT LTD. （US$　 524,998千）

9,747百万円 EUROMOL B.V.

（US$　72,014千） 30,660百万円

TRANS PACIFIC CONTAINER SERVICE CORP. （US$　　40,039千）

9,448百万円 AURORA CAR MARITIME TRANSPORT S.A.

（US$　69,811千） 21,234百万円

WHITE NIGHT INVESTMENT LTD. （US$　 186,786千）

8,585百万円 CYGNET BULK CARRIERS S.A.

（US$　63,433千） 18,869百万円

LINKMAN HOLDINGS LTD. MOL EURO-ORIENT SHIPPING S.A.

6,767百万円 17,682百万円

（US$　50,000千） （US$　 164,865千）

TRIUMPH SEA LIMITED LINKMAN HOLDINGS INC.

4,885百万円 13,154百万円

（US$　36,094千） （US$　 123,000千）

AURORA CAR MARITIME TRANSPORT S.A CAMELLIA CONTAINER CARRIER S.A.

4,224百万円 12,766百万円

（US$　31,209千） （US$　 114,162千）

従業員、ほか10社 PROMINENCE SHIPPING S.A.

8,318百万円 10,700百万円

合 計 61,977百万円 （US$　　86,930千）

㈱エムオーシップテック

10,485百万円

ALICE TANKER CORP.

9,087百万円

MCGC INTERNATIONAL LTD.

8,744百万円

（US$　　81,767千）

POLARIS TANKER CORP．

8,436百万円

STELLAR MARITIME S.A.

8,370百万円

（US$　　51,823千）

TRANS PACIFIC CONTAINER SERVICE CORP.

8,368百万円

（US$　　78,242千）

GOLDEN BELL MARITIME S.A.

7,899百万円

EXTOL SHIPPING S.A.

7,610百万円

EXULT SHIPPING S.A.

7,426百万円

（US$　　68,684千）

PACIFIC LNG TRANSPORT LIMITED

7,223百万円

（US$　　67,538千）

EXCEED SHIPPING S.A.

7,184百万円

POLAR EXPRESS S.A.

7,056百万円

（US$　　65,890千）

BOUQUET SHIPPING S.A.

7,036百万円

（US$　　36,844千）

百万円

ナビックスエンタープ
ライズ㈱

9,604

MAYFLOWER SHIPPING
CORPORATION

6,540

NAVIX LINE
(U.S.A.) LTD.

5,554

SOPHY SHIPPING
CORPORATION

3,918

OCEAN WOODLAND
SHIPPING CO.,LTD.

3,751

ALUCOM SHIPPING
CORPORATION

3,737

JULIET SHIPPING
CORPORATION.

3,496

OCEAN VICTORY
SHIPPING,LTD.

2,767

STANFORD SHIPPING
CO.,LTD.

2,752

SYLVIE SHIPPING
CORPORATION

2,704

OCEAN PINE
SHIPPING,LTD.

2,584

CLIO SHIPPING
CORPORATION S.A.

2,579

CURRENT SHIPPING
CORPORATION

2,572

OCEAN NEW
SHIPPING,LTD.

2,556

OCEAN BOOK
SHIPPING,LTD.

2,519

MARIO SHIPPING
CORPORATION

2,505

OCEAN VILLAGE
SHIPPING,LTD.

2,449

MARICLAUD SHIPPING
CORPORATION.

2,102

RUBY TANKER
CORPORATION

1,974

ROSA SHIPPING
CORPORATION

1,895

そ の 他
 

13 件 6,462

合 計 75,025

（注）　上記のうち外貨

建保証債務は、

15,929 百 万 円

(US$117,694千)

であります。。。。
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前 中 間 会 計 期 間

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当 中 間 会 計 期 間

MID SHIPPING S.A.

6,777百万円

（US$　　53,283千）

PROWESS SHIPPING S.A.

6,528百万円

NEBULA SHIPPING S.A.

6,448百万円

（US$　 　9,505千）

WHITE NIGHT INVESTMENT LTD.

6,429百万円

（US$　　60,113千）

ARIES CARRIERS PTE LTD.

6,269百万円

MAYFLOWER SHIPPING CORP.

5,829百万円

GLORIOUS SHIPPING CORP.

5,800百万円

CORNELIA SHIPPING CORP.

5,655百万円

（US$　　13,960千）

MOLTANK S.A.

5,574百万円

その他124社

189,000百万円

（US$　 941,994千
ほか）

合 計 537,503百万円

（US$ 2,770,426千
ほか）

保証債務等には保証類似行

為を含んでおります。。。。外貨

による保証残高2,770,426

千米ドルほかの円貨額は

297,884百万円でありま

す。。。。

上記のうち再保証額は

7,420百万円であります。。。。

(2）連帯債務 (2）銀行借入金等に

対する連帯債務

(2）連帯債務

他の連帯債務者 日本郵船㈱ 他の連帯債務者 日本郵船㈱

58,488百万円 66,011百万円

（US$　 368,431千） （US$　 548,943千）（かっこ内は外貨

建のもので内数） 川崎汽船㈱

（かっこ内は外貨

建のもので内数） 川崎汽船㈱

21,872百万円 20,854百万円

（US$　 151,410千） （US$　 185,037千）

昭和海運㈱ 飯野海運㈱

11,402百万円 5,919百万円

（US$　　80,752千） （US$　　49,343千）

飯野海運㈱ 国際エネルギー輸送㈱､ほか４社

6,187百万円 3,398百万円

（US$　　40,376千） 合 計 96,184百万円

国際エネルギー輸送㈱､ほか５社

5,656百万円

合 計 103,607百万円

百万円

大阪商船三井船舶㈱ 3,307

日 本 郵 船 ㈱ 3,307

そ の 他 ４ 件 2,023

合 計 8,638
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前 事 業 年 度

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧 ナ ビ ッ ク ス  ラ イ ン 株 式 会 社

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額
162,541百万円

※１. 有形固定資産減価償却累

計額
54,651百万円

※２ 担保に供した資産 ※２. 担　保　資　産

有 価 証 券 (1）担保に供した資産

船 舶 土 地 3,021百万円

土 地 建 物 2,308　〃

有形固定資産(その他) 構 築 物 40　〃

投 資 有 価 証 券 船 舶 21,886　〃

関 係 会 社 株 式 有 価 証 券 611　〃

投 資 有 価 証 券 2,942　〃

合 計 30,812　〃

の担保に供しております。 (2）担保を供した債務

短 期 借 入 金 22,817百万円

一年以内返済予定の長期
借入金3,457百万円を含む

長 期 借 入 金 13,980　〃

銀 行 保 証 37　〃

合 計 36,836　〃

※担保に供した投資有価証券

及び関係会社株式の内、
 

イ）投資有価証券6,037百

万円及び関係会社株式

6,758百万円について

は、当社及び当社関係

会社が、米国海域で油

濁事故を起こした場合

に発生する損失を担保

する目的で差し入れた

もので、期末現在対応

債務は存在しておりま

せん。

ロ）投資有価証券17,290百

万円及び関係会社株式

225百万円について

は、将来の通貨スワッ

プ精算金の担保目的で

差し入れたもので、期

末現在対応債務は存在

しておりません。

ハ）投資有価証券2,683百

万円については、バー

マＬＮＧプロジェクト

に係わるパフォーマン

スボンド発行による保

証の担保目的で差し入

れたもので、期末現在

対応債務は存在してお

りません。

こ の う ち 3百万円

〃 100,472 〃

〃 3,892 〃

〃 6,658 〃
は

〃 26,011 〃

〃 6,984 〃

短期借入金 9,638 〃

長期借入金 80,941 〃
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前 事 業 年 度

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧 ナ ビ ッ ク ス  ラ イ ン 株 式 会 社

※３ このうち外貨建資産・負

債

※３. 各勘定に含まれる主な外

貨建資産及び負債

現 金 ・ 預 金 (1）現 金 ・ 預 金

海 運 業 未 収 金

流 動 資 産 ( その 他 )

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式 (2）海 運 業 未 収 金

投資その他の資産(その他) (3）関係会社短期貸付金

海 運 業 未 払 金 (4）立 替 金

短 期 借 入 金 (5）代 理 店 債 権

長 期 借 入 金 (6）投 資 有 価 証 券

(7）関 係 会 社 株 式

(8）関係会社長期貸付金

(9）海 運 業 未 払 金

(10）短 期 借 入 金

(11）預 り 金

かっこ内は会計期間末日の為

替相場による円換算額であり

ます。

上記の外貨建長期借入金の金

額は、カタールＬＮＧ輸送プ

ロジェクトによる将来の

US$建貸船料収入と対応して

いるため実質的に為替リスク

を伴わないUS$建借入金であ

ります。

外貨建長期金銭債権の決算時

の為替相場による円換算額は

下記の通りであります。

外貨建長期金銭債権

貸借対照表計上額

3,167百万円

期末日レート換算額

3,610百万円

差　　　　　　額

443百万円（益）

※４ 消費税等に係る表示 ※４. 消費税等の表示

※５ 有価証券の所有目的の変

更

貸付有価証券から有価証券へ

株式4,181百万円及び投資有

価証券へ株式4,516百万円の

振替を行っております。ま

た、投資有価証券から有価証

券へ株式259百万円、有価証

券から投資有価証券へ株式

197百万円の振替を行ってお

ります。

※５. 投資有価証券 従来、有価証券に計上してい

た株式のうち4,818百万円

（９銘柄）については、当該

株式の所有目的の変更に伴

い、当期において投資有価証

券に振替えております。

百万円

ＵＳ＄ 31,298千 3,773

ＵＳ＄ 325,448千 42,164

ＨＫ＄ 157,901千ほか 7,014

ＨＫ＄ 201,372千ほか 4,847

ＵＳ＄ 216,934千ほか 41,514

ＵＳ＄ 7,425千
1,034

(　　895)

ＵＳ＄ 226,651千ほか 37,821

ＵＳ＄ 125,404千 12,282

ＵＳ＄ 559,889千
65,434

( 67,494)

百万円

ＵＳ＄(米　国)24,798千 3,016

Ｓｔｇ£ (英　国) 131千

Ａ＄ (豪　州) 7千

ＰＨ (フィリピン) 167千

ＵＳ＄ 23,506千 2,833

ＵＳ＄ 14,260千 1,719

主たる外貨ＵＳ＄ 663

主たる外貨ＵＳ＄ 786

ＵＳ＄ 1,433千 325

Ｓ＄
シンガ
ポール

107千

Ａ＄ 2,355千

ＵＳ＄ 8,259千 1,791

Ｓｔｇ£ 20千

ＨＫ＄(ホンコン) 8,000千

ＮＺ＄
ニュージー
ラ ン ド

100千

Ｓ＄ 3,550千

ＣＹ£(キプロス) 1千

ＵＳ＄ 29,947千 3,167

ＵＳ＄ 16,620千 2,003

ＵＳ＄ 10,700千 1,289

主たる外貨ＵＳ＄ 291
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前 事 業 年 度

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧 ナ ビ ッ ク ス  ラ イ ン 株 式 会 社

　６ 偶 発 債 務 偶 発 債 務

(1）保証債務等

被 保 証 者 TRIUMPH SEA LIMITED

(1）銀行借入金等に対す

る保証債務

74,346百万円

（US$ 　557,883千）

EUROMOL B.V.

46,395百万円

（US$　　40,693千）

AURORA CAR MARITIME
TRANSPORT S.A.

22,243百万円

（US$ 　179,682千）

MOL EURO-ORIENT
SHIPPING S.A.

21,369百万円

（US$ 　175,735千）

CYGNET BULK CARRIERS S.A.

19,875百万円

CAMELLIA CONTAINER
CARRIER S.A.

15,254百万円

（US$ 　121,949千）

STELLAR MARITIME S.A.

12,782百万円

（US$　　82,290千）

PROMINENCE SHIPPING S.A.

12,115百万円

（US$　　90,147千）

㈱エム・オー・シップテック

11,210百万円

LINKMAN HOLDINGS INC.

11,190百万円

（US$　　92,000千）

MCGC INTERNATIONAL LTD.

10,183百万円

（US$　　83,996千）

EXULT SHIPPING S.A.

8,891百万円

（US$　　71,772千）

PACIFIC LNG
TRANSPORT LIMITED

8,417百万円

（US$　　69,823千）

GOLDEN BELL MARITIME S.A.

8,377百万円 （注）上記のうち外貨建保証

債務は、10,704百万円

（ＵＳ＄88,795千）で

あります。

百万円

ナビックス　エンタープライズ㈱ 5,698

MAYFLOWER SHIPPING
CORPORATION

6,179

GLORIOUS SHIPPING
CORPORATION

5,800

ALICE TANKER
CORPORATION

4,340

CAPRICORN LINE
SHIPPING S.A.

4,322

GAMMA MARINE
CORPORATION S.A.

3,885

SOPHY SHIPPING
CORPORATION

3,820

PISCES LINE
SHIPPING S.A.

3,532

AQUARIUS LINE
SHIPPING S.A.

3,427

ALUCOM SHIPPING
CORPORATION

3,227

JULIET SHIPPING
CORPORATION.

3,140

OCEAN VICTORY
SHIPPING,LTD.

2,679

SYLVIE SHIPPING
CORPORATION

2,609

OCEAN PINE
SHIPPING,LTD.

2,520

OCEAN NEW
SHIPPING,LTD.

2,482

MARIO SHIPPING
CORPORATION

2,453

OCEAN BOOK
SHIPPING,LTD.

2,452

OCEAN VILLAGE
SHIPPING,LTD.

2,367

CURRENT SHIPPING
CORPORATION

2,290

MARICLAUD SHIPPING
CORPORATION.

2,051

SCORPIO LINE
SHIPPING S.A.

1,753

ROSA SHIPPING
CORPORATION

1,714

CORNELIA SHIPPING
CORPORATION

1,380

SAGITTARIUS LINE
SHIPPING S.A.

1,156

URSA MAJOR SHIPPING
CO.,LTD.

1,154

そ の 他
 

16 件 7,145

合 計 83,584
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前 事 業 年 度

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧 ナ ビ ッ ク ス  ラ イ ン 株 式 会 社

POLAR EXPRESS S.A.

8,332百万円

（US$　　68,830千）

TRANS PACIFIC CONTAINER

SERVICE CORP.

8,236百万円

（US$　　68,324千）

MID SHIPPING S.A.

7,932百万円

（US$　　56,303千）

EXTOL SHIPPING S.A.

7,932百万円

BOUQUET SHIPPING S.A.

7,609百万円

（US$　　37,774千）

EXCEED SHIPPING S.A.

7,545百万円

WHITE NIGHT INVESTMENT LTD.

7,344百万円

（US$　　60,005千）

NEBULA SHIPPING S.A.

6,888百万円

（US$　　 9,861千）

PROWESS SHIPPING S.A.

6,856百万円

ARIES CARRIERS PTE LTD.

6,716百万円

ELIGIBLE TANKERS S.A.

6,380百万円

（US$　　44,800千）

STAR EXPRESS INC.

6,013百万円

（US$　　31,053千）

MOLTANK S.A.

5,963百万円

PERENNIAL TRANSPORT INC.

5,780百万円

（US$　　47,219千）

PRIMO SHIPPING S.A.

5,535百万円

MINSTREL SHIPPING S.A.

5,323百万円
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前 事 業 年 度

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧 ナ ビ ッ ク ス  ラ イ ン 株 式 会 社

その他86件

126,740百万円

（US$ 　776,569千
ほか）

合 計 519,784百万円

（US$ 2,776,712千
ほか）

保証債務等には保証類似行為

を含んでおります。外貨によ

る保証残高2,766,712千米ド

ルほかの円貨額は335,487百

万円であります。

上記のうち再保証額は8,778

百万円であります。

百万円

日本郵船㈱

(2）銀行借入金等に対す

る連帯債務 日 本 郵 船 ㈱ 3,240

71,343百万円 大阪商船三井船舶㈱ 2,835

(2）連帯債務

他 の 連 帯 債 務 者

（かっこ内は外貨建

のもので内数） （US$ 523,809千） 川 崎 汽 船 ㈱ 708

川崎汽船㈱ 合 計 6,783

22,506百万円

（US$ 176,565千）

飯野海運㈱

6,358百万円

（US$　47,084千）

国際エネルギー輸送㈱､ほか５社

5,016百万円

合 計 105,224百万円
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（リ ー ス 取 引 関 係         ） （単位：百万円）

前中間会計期間        期　　別

項　　目 旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当中間会計期間        

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

②　未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

１ 年 内 6,972百万円 １ 年 内 119百万円 １ 年 内 6,936百万円

１ 年 超 22,253　〃 １ 年 超 404　〃 １ 年 超 19,157　〃

合 計 29,225　〃 合 計 524　〃 合 計 26,094　〃

３．当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払

利息相当額

③　支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

３．当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 4,588百万円 支払リース料 56百万円 支払リース料 4,272百万円

減価償却費相当額 2,776百万円 減価償却費相当額 50百万円 減価償却費相当額 2,653百万円

支払利息相当額 908百万円 支払利息相当額 8百万円 支払利息相当額 720百万円

４．減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零として、

中間貸借対照表上の各科目

の償却方法に準じ定率法ま

たは定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零として、

中間貸借対照表上の各科目

の償却方法に準じ定率法ま

たは定額法によっておりま

す。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

未経過リース料 未経過リース料２．オペレーティングリー

ス取引 １ 年 内 5,299百万円 １ 年 内 4,412百万円

１ 年 超 7,072　〃 １ 年 超 3,667　〃

合 計 12,371　〃 合 計 8,079　〃

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

器具備品 56,393 40,331 16,062

そ の 他 279 235 44

合 計 56,673 40,566 16,107

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

器具備品 55,647 41,077 14,569

そ の 他 157 128 29

合 計 55,805 41,205 14,599

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

器具・備品 599 128 470

そ の 他
有形固定資産

71 28 43

合 計 671 157 514
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（単位：百万円）

前 事 業 年 度        期　　別

項　　目 旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

２．未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 6,748百万円 １ 年 内 124百万円

１ 年 超 19,066　〃 １ 年 超 357　〃

合 計 25,815　〃 合 計 481　〃

３．当期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

③　当期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 8,822百万円 支 払 リ ー ス 料 129百万円

減価償却費相当額 5,754百万円 減価償却費相当額 115百万円

支払利息相当額 1,705百万円 支払利息相当額 18百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として、貸借対照表上の各科

目の償却方法に準じ定率法または定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同　　　　左

未経過リース料２．オペレーティングリー

ス取引 １ 年 内 4,740百万円

１ 年 超 5,319　〃

合 計 10,060　〃

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

百万円 百万円 百万円

器 具 備 品 52,808 39,548 13,260

そ の 他 210 185 24

合 計 53,018 39,734 13,284

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

百万円 百万円 百万円

器具・備品 612 185 427

そ の 他
有形固定資産 79 37 41

合 計 691 222 468
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（有価証券の時価等関係）

有 価 証 券 の 時 価 等               
（単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

種 類

中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益

(1）流動資産に属するもの

株 式 16,799 24,859 8,060 702 534 △　　168 12,475 25,807 13,332

債 券 － － － 218 216 △　　　1 289 293 3

そ の 他 2,348 2,173 △　　174 － － － 119 93 △　　 25

小 計 19,147 27,033 7,885 921 750 △　　170 12,883 26,194 13,310

(2）固定資産に属するもの

株 式 63,391 94,064 30,673 16,875 4,850 △ 12,025 61,181 117,638 56,457

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 63,391 94,064 30,673 16,875 4,850 △ 12,025 61,181 117,638 56,457

合 計 82,538 121,098 38,559 17,797 5,601 △ 12,195 74,065 143,832 69,767

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

１．時価の算定方法 １．時価の算定方法 １．時価の算定方法

(ｲ）上場有価証券 (ｲ）上場有価証券 (ｲ）上場有価証券

主として東京証券取引所の

最終価格であります。

同　　　　左 同　　　　左

(ﾛ）店頭売買有価証券 (ﾛ）非上場債券 (ﾛ）店頭売買有価証券

日本証券業協会公表の売買

価格等であります。

日本証券業協会が発表する

公社債店頭基準気配銘柄の

利回り、残存償還期間等に

基づいて算定した価格

日本証券業協会公表の売買

価格等であります。

(ﾊ）気配等を有する有価証券
((ｲ),(ﾛ)に該当する有価証券を除く。)

(ﾊ）上記以外の債券
(時価の算定が困難なものを除く。)

日本証券業協会発表の公社

債、店頭基準気配等であり

ます。

日本証券業協会公表の公社

債店頭基準気配銘柄の利回

り、残存償還期間等を勘案

して算定した価格等であり

ます。

(ﾆ）非上場の証券投資信託の受益

証券

基準価格であります。
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前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

(ﾎ）上記以外の債券
(時価の算定が困難なものを除く。)

日本証券業協会発表の公社

債店頭基準気配銘柄の利回

り、残存償還期間等を勘案

して算定した価格等であり

ます。

　なお、残存償還期間の算

定に当たっては、償還の日

については、債券の種類等

の別にそれぞれ償還の日と

して最も多く用いられてい

る日とし、社債券の償還の

月については、６月又は12

月を償還の月とみなしてお

ります。

２．流動資産に属する株式には自己

株式を含めて表示しておりま

す。

なお評価損益は以下の通りであ

ります。

２．流動資産に属する株式には自己

株式を含めて表示しておりま

す。

なお評価損益は以下の通りであ

ります。

２．流動資産に属する株式には自己

株式を含めて表示しておりま

す。

なお評価損益は以下の通りであ

ります。

流動資産に属するもの 流動資産に属するもの 流動資産に属するもの

△0百万円 20百万円 △0百万円

固定資産に属するもの 固定資産に属するもの 固定資産に属するもの

－百万円 －百万円 －百万円

３．上記の時価情報開示対象から除

いた有価証券の中間貸借対照表

計上額

３．上記の時価情報開示対象から除

いた有価証券の中間貸借対照表

計上額

３．上記の時価情報開示対象から除

いた有価証券の中間貸借対照表

計上額

（流動資産） （流動資産） （流動資産）

店頭売買株式を除く非上場株式 残存償還期間が１年以内の非上場内国債券 店頭売買株式を除く非上場株式

0百万円 998百万円 0百万円

非上場債券　　　　 907百万円 Ｍ　Ｍ　Ｆ　　　 1,717百万円 非上場債券　　　　 652百万円

そ　の　他　　　　 149百万円 コマーシャルペーパー

(クローズド期間内の証券投資信託の受益証券) 2,797百万円

（固定資産） （固定資産） （固定資産）

店頭売買株式を除く非上場株式 店頭売買株式を除く非上場株式 店頭売買株式を除く非上場株式

77,260百万円 9,071百万円 86,642百万円

非上場外国債券　　　 0百万円 非上場外国債券　 1,000百万円
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（単位：百万円）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社種 類

貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

(1）流動資産に属するもの

株 式 12,237 25,581 13,343 315 338 23

債 券 － － － 310 289 △　　 20

そ の 他 8,347 8,229 △　　117 － － －

小 計 20,584 33,811 13,226 625 627 2

(2）固定資産に属するもの

株 式 61,114 111,837 50,723 3,193 3,276 83

債 券 － － － － － －

そ の 他 － － － － － －

小 計 61,114 111,837 50,723 3,193 3,276 83

合 計 81,699 145,648 63,949 3,818 3,904 85

　（注）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

１．時価の算定方法 １．時価の算定方法

(ｲ）上場有価証券 (ｲ）上場有価証券

主として東京証券取引所の最終価格でありま

す。

同　　　　左

(ﾛ）店頭売買有価証券 (ﾛ）非上場債券

日本証券業協会公表の売買価格等であります。 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配

銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定

した価格

(ﾊ）気配等を有する有価証券
((ｲ),(ﾛ)に該当する有価証券を除く。)

日本証券業協会発表の公社債、店頭基準気配等

であります。

(ﾆ）非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格であります。

(ﾎ）上記以外の債券
(時価の算定が困難なものを除く。)

日本証券業協会発表の公社債店頭基準気配銘柄

の利回り、残存償還期間等を勘案して算定した

価格等であります。

　なお、残存償還期間の算定に当たっては、償

還の日については、債券の種類等の別にそれぞ

れ償還の日として最も多く用いられている日と

し、社債券の償還の月については、６月又は12

月を償還の月とみなしております。
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前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧 大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示し

ております。

なお評価損益は以下の通りであります。

２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示し

ております。

なお評価損益は以下の通りであります。

流動資産に属するもの　　　　　　　　　 0百万円 流動資産に属するもの　　　　　　　　　 0百万円

固定資産に属するもの　　　　　　　　　－百万円 固定資産に属するもの　　　　　　　　　－百万円

３．上記の時価情報開示対象から除いた有価証券の貸借

対照表計上額

３．上記の時価情報開示対象から除いた有価証券の貸借

対照表計上額

（流動資産） （流動資産）

店頭売買株式を除く非上場株式　　　　　 0百万円 残存償還期間が１年以内の非上場内国債券

165百万円

非上場債券　　　　　　　　　　　　　 503百万円

そ　の　他　　　　　　　　　　　　　　30百万円

（クローズド期間内の証券投資信託の受益証券）

（固定資産） （固定資産）

店頭売買株式を除く非上場株式　　　80,832百万円 店頭売買株式を除く非上場株式　　　 8,295百万円

非上場外国債券　　　　　　　　　　 1,000百万円 （う ち 関 係 会 社 株 式）　　　 (5,490百万円)
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

(1）取引の内容・取引に対する取組

方針・取引の利用目的

(1）取引の内容・取引に対する取組

方針・取引の利用目的

当社は外航海運業という性格

上、収入が為替（主に米ドル／

円）により大きく影響を受ける

ため、為替変動リスクをへッジ

するために早くから為替予約取

引や外貨建借入を行い、あるい

は外貨建借入金の金利リスクを

へッジするために金利スワップ

の締結や金利キャップの購入を

行って参りました。現在におい

てもこれらの為替リスク及び金

利リスクをヘッジし、リスク管

理を効率的に行うために以下の

デリバティブ取引を導入してお

ります。

当社は外航海運業という性格

上、収入が為替（主に米ドル／

円）により大きく影響を受ける

ため、為替変動リスクをへッジ

するために早くから為替予約取

引や外貨建借入を行い、あるい

は外貨建借入金の金利リスクを

へッジするために金利スワップ

の締結や金利キャップの購入を

行って参りました。現在におい

てもこれらの為替リスク及び金

利リスクをヘッジし、リスク管

理を効率的に行うために以下の

デリバティブ取引を導入してお

ります。

イ）社債や借入金について将来の

金利上昇リスクをヘッジする

円金利スワップ／ドル金利ス

ワップ（固定化）

イ）社債や借入金について将来の

金利上昇リスクをヘッジする

円金利スワップ／ドル金利ス

ワップ（固定化）

ロ）社債や借入金について金利下

降メリットを享受するための

円金利スワップ（変動化）

ロ）社債や借入金について金利下

降メリットを享受するための

円金利スワップ（変動化）

ハ）社債や借入金について将来の

金利上昇リスクをヘッジする

円金利キャップ／ドル金利

キャップ

ハ）社債や借入金について将来の

金利上昇リスクをヘッジする

円金利キャップ／ドル金利

キャップ

ニ）外貨建債権が多く、円建債務

が多い当社の構造を考慮し、

円高リスクをへッジするため

の通貨スワップ（円建債務を

外貨建債務にスワップする）

／通貨オプション

ニ）外貨建債権が多く、円建債務

が多い当社の構造を考慮し、

円高リスクをへッジするため

の通貨スワップ（円建債務を

外貨建債務にスワップする）

／通貨オプション

ホ）外貨建取引に関し、取引日か

ら資金決済日までの為替変動

リスクをヘッジするため及び

短期的な売買差益を獲得する

ため（トレーディング目的）

の為替予約

当社は、リスク管理を効率的に行う

ために以下のデリバティブ取引を利

用しておりますが、投機目的ではデ

リバティブ取引を行わないこととし

ております。

(1）将来の取引市場での為替相場

の変動リスクを回避する目的

(2）将来の取引市場での金利上昇

リスクを一定の範囲に限定す

る目的

(3）船舶燃料の価格変動を一定の

範囲に限定する目的

デリバティブ取引の実行については

以下の部のみが行えることとしてお

り、管理については取引権限及び取

引限度額を定めた社内管理規定を設

け、また、取引結果については随時

役員会に報告することとしておりま

す。

(1）通貨関連の取引　　　財務部

(2）金利関連の取引　　　財務部

(3）商品関連の取引(燃料価格予約取引)

油槽船第一部

ホ）外貨建取引に関し、取引日か

ら資金決済日までの為替変動

リスクをヘッジするため及び

短期的な売買差益を獲得する

ため（トレーディング目的）

の為替予約
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前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

ヘ）保有有価証券の価格下落リス

クをヘッジするため及びト

レーディング目的の債券先物

／債券オプション／株価指数

先物／株価指数オプション

ト）商品（船舶燃料）の価格変動

リスクをヘッジするための商

品スワップ／商品先渡

の取引を行っております。上記

ロ）については、伝統的に長期

固定金利借入の比率の高い当社

が、ここ数年の低金利メリット

を享受すべく導入したものであ

り、負債全体にしめる変動金利

の比率を一定の割合に押さえる

こととしております。上記

ホ）、ヘ）のトレーディング目

的の為替予約・債券先物・債券

オプション・株価指数先物・株

価指数オプションについても一

定の取引高の範囲内に限定して

行っております。また、商品

（船舶燃料）の価格変動リスク

を抑制し、船舶運航コストを安

定させることを目的として限定

的に商品スワップ・商品先渡を

利用しております。収益獲得の

ため積極的に投機目的でデリバ

ティブ取引を利用することはし

ておりません。また、円金利ス

ワップの中にデリバティブの組

合せ商品を導入しております

が、レバレッジ効果のある商品

は一切導入しておりません。

ヘ）商品（船舶燃料）の価格変動

リスクをヘッジするための商

品スワップ／商品先渡

の取引を行っております。上記

ロ）については、伝統的に長期

固定金利借入の比率の高い当社

が、ここ数年の低金利メリット

を享受すべく導入したものであ

り、負債全体にしめる変動金利

の比率を一定の割合に押さえる

こととしております。上記ホ）

のトレーディング目的の為替予

約についても一定の取引高の範

囲内に限定して行っておりま

す。また、商品（船舶燃料）の

価格変動リスクを抑制し、船舶

運航コストを安定させることを

目的として限定的に商品スワッ

プ・商品先渡を利用しておりま

す。収益獲得のため積極的に投

機目的でデリバティブ取引を利

用することはしておりません。

また、円金利スワップの中にデ

リバティブの組合せ商品を導入

しておりますが、レバレッジ効

果のある商品は一切導入してお

りません。
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前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

(2）取引に係るリスクの内容 (2）取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引には、取引相

手が倒産等によって契約不履行

となることで被る損失に係る信

用リスクと、金利・為替等、市

場の変動によって発生する損失

に係る市場リスクがあります。

当社は信用リスクを極力回避す

るため、取引相手としては国内

銀行大手10行及び大手外国銀行

等とのみ取引を行っておりま

す。また、金利スワップ取引に

ついては将来の金利変動に係る

リスクがあり、通貨スワップ・

通貨オプション・為替予約取引

については将来の為替変動に係

るリスクがあります。しかしな

がらこの市場リスクはオンバラ

ンスの負債にも同様に生じるも

ので、当社のデリバティブ取引

の導入は、まさにこのリスクを

へッジするためのものであり、

デリバティブ取引の時価の変動

はへッジ対象である負債の時価

変動を一部相殺する関係にあり

ます。また、商品スワップ・商

品先渡取引（船舶燃料対象）に

ついても、上記と同様に、当社

の営業費用に於ける燃料費の変

動リスクをヘッジするためのも

のであります。さらに当社のデ

リバティブ取引導入は金利変動

による営業外損益の変動を一部

減殺することをも目的としてお

り、デリバティブ取引の評価損

益のみを捉えることは重要な意

味を持たないと考えておりま

す。

デリバティブ取引には、取引相

手が倒産等によって契約不履行

となることで被る損失に係る信

用リスクと、金利・為替等、市

場の変動によって発生する損失

に係る市場リスクがあります。

当社は信用リスクを極力回避す

るため、取引相手としては国内

銀行大手９行とのみ取引を行っ

ております。また、金利スワッ

プ取引については将来の金利変

動に係るリスクがあり、通貨ス

ワップ・為替予約取引について

は将来の為替変動に係るリスク

があります。しかしながらこの

市場リスクはオンバランスの負

債にも同様に生じるもので、当

社のデリバティブ取引の導入

は、まさにこのリスクをへッジ

するためのものであり、デリバ

ティブ取引の時価の変動はへッ

ジ対象である負債の時価変動を

一部相殺する関係にあります。

また、商品スワップ・商品先渡

取引（船舶燃料対象）について

も、上記と同様に、当社の営業

費用に於ける燃料費の変動リス

クをヘッジするためのものであ

ります。さらに当社のデリバ

ティブ取引導入は金利変動によ

る営業外損益の変動を一部減殺

することをも目的としており、

デリバティブ取引の評価損益の

みを捉えることは重要な意味を

持たないと考えております。
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前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

(3）取引に係るリスク管理体制 (3）取引に係るリスク管理体制

社内の管理体制としましては、

債券先物・株価指数先物取引に

ついては元本の額により、債券

オプション・株価指数オプショ

ン・金利キャップ取引について

はプレミアムの額により、通貨

及び金利スワップ取引について

はＢｌＳ（国際決済銀行）が定

めたスワップ取引のリスクウェ

イトの評価方法である「オリジ

ナルエクスポージャー方式」と

呼ばれる方式により算出した評

価額により、それぞれ金額に応

じて財務部長・担当役員・常務

会での決裁を経なければ実行で

きない体制としております。商

品スワップ・商品先渡取引につ

いても、運航損益担当部長及び

油送船部長の承認が必要な体制

としております。また、取引契

約への社長印または財務部長印

の押印はそれぞれ総務部・財務

部長の承認無くしては行えぬ体

制となっており、さらに財務部

内では契約担当者は先物証拠

金・オプションプレミアム・ス

ワップ金利及び元本の交換等の

資金支払・受取を行えぬ体制と

しているため、一担当者が会社

に隠れてデリバティブ取引を膨

らませることは不可能と考えて

おります。

社内の管理体制としましては、

金利キャップ取引についてはプ

レミアムの額により、通貨及び

金利スワップ取引についてはＢ

ｌＳ（国際決済銀行）が定めた

スワップ取引のリスクウェイト

の評価方法である「オリジナル

エクスポージャー方式」と呼ば

れる方式により算出した評価額

により、それぞれ金額に応じて

財務部長・担当役員・常務会で

の決裁を経なければ実行できな

い体制としております。商品ス

ワップ・商品先渡取引について

も、運航損益担当部長及び油送

船部長の承認が必要な体制とし

ております。また、取引契約へ

の社長印または財務部長印の押

印はそれぞれ総務部・財務部長

の承認無くしては行えぬ体制と

なっており、さらに財務部内で

は契約担当者は先物証拠金・オ

プションプレミアム・スワップ

金利及び元本の交換等の資金支

払・受取を行えぬ体制としてい

るため、一担当者が会社に隠れ

てデリバティブ取引を膨らませ

ることは不可能と考えておりま

す。

(4）取引の時価等についての補足説

明

(4）取引の時価等についての補足説

明

当中間期末におけるデリバティ

ブ取引の取引別残高は以下に示

す通りですが、契約額が必ずし

もデリバティブ取引の市場リス

クや信用リスクそのものを示す

ものではありません。

当中間期末におけるデリバティ

ブ取引の取引別残高は以下に示

す通りですが、契約額が必ずし

もデリバティブ取引の市場リス

クや信用リスクそのものを示す

ものではありません。
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前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

(1）取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目

的

当社は外航海運業という性格上、収入が為替（主に

米ドル／円）により大きく影響を受けるため、為替

変動リスクをへッジするために早くから為替予約取

引や外貨建借入を行い、あるいは外貨建借入金の金

利リスクをへッジするために金利スワップの締結や

金利キャップの購入を行って参りました。現在にお

いてもこれらの為替リスク及び金利リスクをヘッジ

し、リスク管理を効率的に行うために以下のデリバ

ティブ取引を導入しております。

イ）社債や借入金について将来の金利上昇リスクを

ヘッジする円金利スワップ／ドル金利スワップ

（固定化）

ロ）社債や借入金について金利下降メリットを享受す

るための円金利スワップ（変動化）

ハ）社債や借入金について将来の金利上昇リスクを

ヘッジする円金利キャップ／ドル金利キャップ

ニ）外貨建債権が多く、円建債務が多い当社の構造を

考慮し、円高リスクをへッジするための通貨ス

ワップ（円建債務を外貨建債務にスワップする）

／通貨オプション

ホ）外貨建取引に関し、取引日から資金決済日までの

為替変動リスクをヘッジするため及び短期的な売

買差益を獲得するため（トレーディング目的）の

為替予約

ヘ）保有有価証券の価格下落リスクをヘッジするため

及びトレーディング目的の債券先物／債券オプ

ション／株価指数先物／株価指数オプション

当社は、リスク管理を効率的に行うために以下のデリバ

ティブ取引を利用しておりますが、投機目的ではデリバ

ティブ取引を行わないこととしております。

(1）将来の取引市場での為替相場の変動リスクを回避

する目的

(2）将来の取引市場での金利上昇リスクを一定の範囲

に限定する目的

(3）船舶燃料の価格変動を一定の範囲に限定する目的

デリバティブ取引の実行については以下の部のみが行え

ることとしており、管理については取引権限及び取引限

度額を定めた社内管理規定を設け、また、取引結果につ

いては随時役員会に報告することとしております。

(1）通貨関連の取引　　　　　　　　　　　　財務部

(2）金利関連の取引　　　　　　　　　　　　財務部

(3）商品関連の取引（燃料価格予約取引）

油槽船第一部

ト）商品（船舶燃料）の価格変動リスクをヘッジする

ための商品スワップ／商品先渡

の取引を行っております。上記ロ）については、伝

統的に長期固定金利借入の比率の高い当社が、ここ

数年の低金利メリットを享受すべく導入したもので

あり、負債全体にしめる変動金利の比率を一定の割

合に押さえることとしております。上記ホ）、ヘ）

のトレーディング目的の為替予約・債券先物・債券

オプション・株価指数先物・株価指数オプションに

ついても一定の取引高の範囲内に限定して行ってお

ります。また、商品（船舶燃料）の価格変動リスク

を抑制し、船舶運航コストを安定させることを目的

として限定的に商品スワップ・商品先渡を利用して

おります。収益獲得のため積極的に投機目的でデリ

バティブ取引を利用することはしておりません。ま

た、円金利スワップの中にデリバティブの組合せ商

品を導入しておりますが、レバレッジ効果のある商

品は一切導入しておりません。
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前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

(2）取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引には、取引相手が倒産等によって

契約不履行となることで被る損失に係る信用リスク

と、金利・為替等、市場の変動によって発生する損

失に係る市場リスクがあります。当社は信用リスク

を極力回避するため、取引相手としては国内銀行大

手10行及び大手外国銀行等とのみ取引を行っており

ます。また、金利スワップ取引については将来の金

利変動に係るリスクがあり、通貨スワップ・通貨オ

プション・為替予約取引については将来の為替変動

に係るリスクがあります。しかしながらこの市場リ

スクはオンバランスの負債にも同様に生じるもの

で、当社のデリバティブ取引の導入は、まさにこの

リスクをへッジするためのものであり、デリバティ

ブ取引の時価の変動はへッジ対象である負債の時価

変動を一部相殺する関係にあります。また、商品ス

ワップ・商品先渡取引（船舶燃料対象）について

も、上記と同様に、当社の営業費用に於ける燃料費

の変動リスクをヘッジするためのものであります。

さらに当社のデリバティブ取引導入は金利変動によ

る営業外損益の変動を一部減殺することをも目的と

しており、デリバティブ取引の評価損益のみを捉え

ることは重要な意味を持たないと考えております。

(3）取引に係るリスク管理体制

社内の管理体制としましては、債券先物・株価指数

先物取引については元本の額により、債券オプショ

ン・株価指数オプション・金利キャップ取引につい

てはプレミアムの額により、通貨及び金利スワップ

取引についてはＢｌＳ（国際決済銀行）が定めたス

ワップ取引のリスクウェイトの評価方法である「オ

リジナルエクスポージャー方式」と呼ばれる方式に

より算出した評価額により、それぞれ金額に応じて

財務部長・担当役員・常務会での決裁を経なければ

実行できない体制としております。商品スワップ・

商品先渡取引についても、運航損益担当部長及び油

送船部長の承認が必要な体制としております。ま

た、取引契約への社長印または財務部長印の押印は

それぞれ総務部・財務部長の承認無くしては行えぬ

体制となっており、さらに財務部内では契約担当者

は先物証拠金・オプションプレミアム・スワップ金

利及び元本の交換等の資金支払・受取を行えぬ体制

としているため、一担当者が会社に隠れてデリバ

ティブ取引を膨らませることは不可能と考えており

ます。
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前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

(4）取引の時価等についての補足説明

当期末におけるデリバティブ取引の取引別残高は以

下に示す通りですが、契約額が必ずしもデリバティ

ブ取引の市場リスクや信用リスクそのものを示すも

のではありません。
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２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1）通 貨 関 連         （単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

為替予約取引

売 建

米 ド ル 5,278 － 5,280 △　　 2 － － － － 9,317 － 9,351 △　　33

買 建

米 ド ル 9,335 6,913 10,718 1,383 － － － － 6,913 2,353 6,736 △　 176

カ ナ ダ ド ル 131 － 131 △　　 0 － － － － 27 － 27 △　　 0

シンガポールドル 339 － 339 △　　 0 － － － － 289 － 291 2

ユ ー ロ － － － － － － － － 32 － 33 0

通貨スワップ取引

受取円、支払米ドル 1,004 1,004 △　 227 △　 227 － － － － 1,004 1,004 25 25

市

場

取

引

以

外

の

取

引

受取円、支払香港ドル 5,000 5,000 △ 1,666 △ 1,666 － － － － 5,000 － △　 326 △　 326

合 計 21,089 12,917 14,575 △　 514 － － － － 22,584 3,358 16,139 △　 507

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

１．カナダドル、シンガポールドル

は米ドルとの間で先物為替予約

を締結しておりますが、先物為

替予約による円換算額は、予約

当日の米ドル対円先物相場を使

用しております。

１．カナダドル、シンガポールド

ル、ユーロは、各々米ドルとの

間で先物為替予約を締結してお

りますが、先物為替予約による

円換算額は、予約日当日の米ド

ル対円先物相場を使用しており

ます。

２．中間期末の為替相場は先物相場

を使用しております。

２．中間期末の為替相場は先物相場

を使用しております。

３．外貨建金銭債権債務等に先物為

替予約が付されていることによ

り、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務

等で、中間貸借対照表において

当該円貨額で表示されているも

のについては、開示の対象から

除いております。

３．外貨建金銭債権債務等に先物為

替予約が付されていることによ

り、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務

等で、中間貸借対照表において

当該円貨額で表示されているも

のについては、開示の対象から

除いております。

４．通貨スワップ取引の時価につい

ては取引先金融機関から提示さ

れた価格等に基づき算定してお

ります。

４．通貨スワップ取引の時価につい

ては取引先金融機関から提示さ

れた価格等に基づき算定してお

ります。
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（単位：百万円）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

為 替 予 約 取 引

売 建

米 ド ル 8,437 － 8,441 △　　 4 － － － －

買 建

米 ド ル 10,102 4,114 10,671 569 － － － －

カ ナ ダ ド ル 47 － 47 △　　 0 － － － －

シンガポールドル 200 － 200 0 － － － －

ユ ー ロ － － － － － － － －

通貨スワップ取引

受取円、支払米ドル 1,004 1,004 △　　94 △　　94 － － － －

市

場

取

引

以

外

の

取

引
受取円、支払香港ドル 5,000 － △　 950 △　 950 － － － －

合 計 24,792 5,119 18,316 △　 481 － － － －

　（注）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

１．カナダドル、シンガポールドルは米ドルとの間で先

物為替予約を締結しておりますが、先物為替予約に

よる円換算額は、予約当日の米ドル対円先物相場を

使用しております。

２．期末の為替相場は先物相場を使用しております。

３．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されてい

ることにより、決済時における円貨額が確定してい

る外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当

該円貨額で表示されているものについては、開示の

対象から除いております。

４．通貨スワップ取引の時価については取引先金融機関

から提示された価格等に基づき算定しております。
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(2）金 利 関 連         
（単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

金利スワップ取引

受取変動、支払固定 131,961 129,769 △11,405 △11,405 － － － － 115,404 110,159 △ 3,802 △ 3,802

受取固定、支払変動 61,064 52,758 3,107 3,107 － － － － 38,643 32,424 1,863 1,863

受取変動、支払変動 1,000 1,000 5 5 － － － － 1,000 1,000 3 3

金利キャップ取引

市
場
取
引

以
外
の

取

引 買 建 12,207
(　　 97)

2,000
(　　 72)

1 △　　96 5,000
(　　 52)

3,000
(　　 20)

－ △　　51 5,000
(　　 68)

2,000
(　　 47)

68 0

合 計
206,233

(　　 97)
185,528

(　　 72)
△ 8,291 △ 8,389 5,000

(　　 52)
3,000

(　　 20)
－ △　　51 160,047

(　　 68)
145,584

(　　 47)
△ 1,866 △ 1,934

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

１．金利スワップ取引、金利キャッ

プ取引の時価については、取引

先金融機関から提示された価格

等に基づき算定しております。

１．（　）の金額は、中間貸借対照

表に計上したオプション料であ

ります。

１．金利スワップ取引、金利キャッ

プ取引の時価については、取引

先金融機関から提示された価格

等に基づき算定しております。

２．金利キャップ取引の「契約額」

の欄の（　）書きはキャップ料

の中間貸借対照表計上額であり

ます。

２．時価については、主たる金融機

関から提示された価格によって

おります。

２．金利キャップ取引の「契約額」

の欄の（　）書きはキャップ料

の中間貸借対照表計上額であり

ます。

３．契約額等は、デリバティブ取引

における名目的な計算上の想定

元本であり、当該金額自体は、

デリバティブ取引のリスクの大

きさを示すものではありませ

ん。
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（単位：百万円）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

金利スワップ取引

受取変動、支払固定 108,007 102,825 △ 6,838 △ 6,838 3,000 3,000 73 73

受取固定、支払変動 59,009 50,106 1,968 1,968 － － － －

受取変動、支払変動 1,000 1,000 4 4 － － － －

金利キャップ取引

市
場
取
引
以
外
の
取
引 買 建 11,911

(　　 65)
2,000

(　　 60)
67 1 5,000

(　　 33)
3,000

(　　　6)
－ △　　33

合 計 179,927
(　　 65)

155,932
(　　 60)

△ 4,798 △ 4,864 8,000
(　　 33)

6,000
(　　　6)

73 40

　（注）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

１．金利スワップ取引、金利キャップ取引の時価につい

ては、取引先金融機関から提示された価格等に基づ

き算定しております。

１．（　）の金額は、貸借対照表に計上したオプション

料であります。

２．金利キャップ取引の「契約額」の欄の（　）書きは

キャップ料の貸借対照表計上額であります。

２．時価については、主たる金融機関から提示された価

格によっております。

３．契約額等は、デリバティブ取引における名目的な計

算上の想定元本であり、当該金額自体は、デリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示すものではありま

せん。



－　　－

（47）／ 99/12/27 16:29（99/12/16 17:32）／ 97_75610_第４経理の状況_商船三井_半期

47

(3）商 品 関 連         
（単位：百万円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

商品先渡取引

燃 料

買 建 512 － 554 42 － － － － 45 － 39 39

商品スワップ取引

燃 料

市
場
取
引
以
外
の
取
引

受取変動、支払固定 － － － － － － － － － － － －

合 計 512 － 554 42 － － － － 45 － 39 39

　（注）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

商品先渡取引の時価については、取

引先金融機関から提示された価格等

に基づき算定しております。

商品先渡取引の時価については、取

引先金融機関から提示された価格等

に基づき算定しております。

（単位：百万円）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社

契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

うち１年超
時 価 評価損益

うち１年超
時 価 評価損益

商 品 先 渡 取 引

燃 料

買 建 － － － － 154 － 174 20

商品スワップ取引

燃 料

市
場
取
引
以
外
の
取
引

受取変動、支払固定 46 － 11 11 － － － －

合 計 46 － 11 11 154 － 174 20

　（注）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

商品スワップ取引の時価については、取引先金融機関か

ら提示された価格等に基づき算定しております。

１．時価については、契約補油地での期末日の燃料価格

によっております。

２．為替については、期末日の直物為替相場を使用して

おります。
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（重 要 な 後 発 事 象         ）

前中間会計期間        

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当中間会計期間        

ナビックス ライン株式会社との合併につ

いて

大阪商船三井船舶株式会社との合併につい

て

当社とナビックス ライン株式会社は、平

成11年４月１日をもって合併することに関

し、平成10年11月20日に基本的内容につい

て合意する取締役会決議を行い、同日合併

覚書を締結致しました。

当社と大阪商船三井船舶株式会社は、平成

11年４月１日をもって合併することに関

し、平成10年11月20日に基本的内容につい

て合意する取締役会決議を行い、同日合併

覚書を締結いたしました。

１．合併の目的 (1）合併の目的

当社並びにナビックス ライン株式会

社は、両社とも近年順調に業績を伸ば

してまいりましたが、ボーダーレスな

大競争時代にあって、一層国際競争力

を高めていくためには、特に不定期

船、油送船部門での経営基盤の強化、

経営資源の効率的な活用等が不可欠で

あるとの共通認識を持つに至りまし

た。今般、合併することにより、両社

の長所を最大限に生かし、且つ相互に

補完することが出来ると確信するに至

りましたので、平成11年４月１日の合

併を目指して準備を進めることに合意

致しました。

当社並びに大阪商船三井船舶株式会社

は、両社とも近年順調に業績を伸ばし

てまいりましたが、ボーダーレスな大

競争時代にあって、一層国際競争力を

高めていくためには、特に不定期船、

油槽船部門での経営基盤の強化、経営

資源の効率的な活用等が不可欠である

との共通認識を持つに至りました。今

般、合併することにより、両社の長所

を最大限に生かし、且つ相互に補完す

ることが出来ると確信するに至りまし

たので、平成11年４月１日の合併を目

指して準備を進めることに合意いたし

ました。

２．合併の方法及び合併契約の内容(予定) (2）合併の方法及び合併契約の内容(予定)

合併の方法 合併の方法

対等の立場で合併する。ただし、手続

上は当社を存続会社とし、ナビックス

ライン株式会社は解散する。

対等の立場で合併する。ただし、手続

上は大阪商船三井船舶株式会社を存続

会社とし、当社は解散する。

合併契約の内容 合併契約の内容
 

①合併比率   ナビックス ライン

株式会社の50円額面

株式3.5株に対し当

社の50円額面株式１

株を割り当てる。

(ｲ）合併比率　　　当社の50円額面株

式3.5株に対し大

阪商船三井船舶株

式会社の50円額面

株式１株を割り当

てる。

②合併承認総会　平成11年１月開催の

合併契約書承認株主

総会

(ﾛ）合併承認総会　平成11年１月開催

の合併契約書承認

株主総会

③合併期日　　　平成11年４月１日 (ﾊ）合併期日　　　平成11年４月１日

④合併後の商号　株式会社 商船三井 (
 

ﾆ）合併後の商号 株式会社 商船三

井

⑤本店所在地　　大阪府大阪市北区中

之島三丁目６番32号

(ﾎ）本店所在地　　大阪府大阪市北区

中之島三丁目６番

32号
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前中間会計期間        

旧大阪商船三井船舶株式会社 旧ナビックス ライン株式会社
当中間会計期間        

３．被合併会社の概要

（平成10年３月31日現在）

(3）大阪商船三井船舶株式会社の概要

（平成10年３月31日現在）
 

名称     ナビックス ライン株

式会社

名称　　　　　大阪商船三井船舶株式

会社

本店所在地　　東京都千代田区一ツ橋

一丁目１番１号

本店所在地　　大阪府大阪市北区中之

島三丁目６番32号

代表者の氏名　代表取締役社長

堀　 明

代表者の氏名　代表取締役社長

生田正治

資本金の額　　21,261百万円 資本金の額　　58,840百万円

事業の内容　　・海運業、仲立業およ

び代理業

・船舶ならびに輸送お

よび荷役用機器、資

材の売買および賃貸

借

・不動産の売買、賃

貸、管理およびこれ

らの仲介

前各号に関連する一切

の業務

事業の内容　　・海運業

・船舶代理業

・海運仲立業

・倉庫業

・陸上運送業

・海上、陸上、航空運

送の取扱業および代

理業

・海・陸・空複合運送

業ならびにその取扱

業および代理業

・船舶ならびに輸送用

および荷役搬送用機

器の売買、賃貸借、

リースおよび仲介

・不動産の売買、賃

貸、仲介および管理

・他の事業に対する貸

付、保証および投資

前各号に関連する一切

の業務

直近の事業規模（平成10年３月期） 直近の事業規模（平成10年３月期）

売上高　　　 　137,997百万円 売上高　　　 　571,735百万円

経常利益　　　　 4,734百万円 経常利益　　　　13,417百万円

当期純利益　　　 　182百万円 当期純利益　　　 5,033百万円

資産合計　　　 120,119百万円 資産合計　　　 541,394百万円

負債合計　　　　91,393百万円 負債合計　　　 410,256百万円

資本合計　　　　28,726百万円 資本合計　　　 131,137百万円

従業員数　　　　　 404人 従業員数　　　　 1,132人
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前 事 業 年 度        

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

ナビックス ライン株式会社との合併について 大阪商船三井船舶株式会社との合併について

当社は、平成11年１月29日開催の合併契約書承認株主総

会で承認された合併契約書に基づき、平成11年４月１日

を合併期日として、ナビックス ライン株式会社と合併

致しました。

当社は、平成11年１月29日開催の合併契約書承認株主総

会で承認された合併契約書に基づき、平成11年４月１日

を合併期日として、大阪商船三井船舶株式会社と合併い

たしました。

１．合併の方法

当社とナビックス ライン株式会社は、対等の精神

で合併致しました。但し手続き上は、当社が存続会

社であり、ナビックス ライン株式会社は解散致し

ました。

(1）合併の方法

当社と大阪商船三井船舶株式会社は、対等の精神で

合併いたしました。ただし、手続き上は、大阪商船

三井船舶株式会社が存続会社であり、当社は解散い

たしました。

２．新株式の発行及び割当

当社は、合併に際し、額面普通株式（１株の額面金

額50円）121,493,299株を発行し、合併期日前日最

終のナビックス ライン株式会社の株主名簿（実質

株主名簿を含む）に記載された株主（実質株主を含

む）に対し、その所有する、ナビックス ライン株

式会社の株式3.5株につき当社の株式１株の割合を

以って、これを割当交付致しました。

(2）新株式の発行及び割当

大阪商船三井船舶株式会社は、合併に際し、額面普

通株式（１株の額面金額50円）121,493,299株を発

行し、合併期日前日最終の当社の株主名簿（実質株

主名簿を含む）に記載された株主（実質株主を含

む）に対し、その所有する、当社の株式3.5株につ

き大阪商船三井船舶株式会社の株式１株の割合を

以って、これを割当交付いたしました。

３．資本金及び資本準備金

合併により増加した当社の資本金及び資本準備金

は、次の通りです。

・資本金　　 6,074,664,950円

・資本準備金　 135,483,428円

(3）資本金及び資本準備金

合併により増加した大阪商船三井船舶株式会社の資

本金及び資本準備金は、次のとおりです。

・資本金　　 6,074,664,950円

・資本準備金　 135,483,428円

４．新株式に対する利益配当

合併に際して発行する新株式に対する利益配当の計

算は、平成11年４月１日を起算日と致します。

(4）新株式に対する利益配当

合併に際して発行する新株式に対する利益配当の計

算は、平成11年４月１日を起算日といたします。

５．資産等の引継

当社は、合併期日をもって、ナビックス ライン株

式会社から資産及び負債ならびに権利義務の一切を

引継ぎました。

なお、受入価額については、ナビックス ライン株

式会社の平成11年３月31日現在の貸借対照表価額を

基礎としております。

(5）資産等の引継

当社は、平成11年３月31日現在の貸借対照表、その

他同日現在の計算を基礎とし、これに合併期日に至

るまでの増減を加減した資産、負債及び権利義務の

一切を、合併期日において大阪商船三井船舶株式会

社に引継ぎました。

６．合併により引継いだ資産及び負債

ナビックス ライン株式会社から引継いだ資産及び

負債の内訳は、次の通りです。
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前 事 業 年 度        

旧大 阪 商 船 三 井 船 舶 株 式 会 社 旧ナビックス ライン株式会社

ナビックス ライン株式会社から引き継いだ資産および

負債

（平成11年４月１日現在）

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示して

おります。

２．有形固定資産の減価償却累計額

54,840百万円

３．有価証券には、自己株式３百万円を含めて記

載しております。

２．そ　　　の　　　他

　該当事項はありません。

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 23,140 流 動 負 債 50,696

現 金 ・ 預 金 4,040 営 業 未 払 金 3,399

営 業 未 収 金 4,140 短 期 借 入 金 42,016

短 期 貸 付 金 4,942 未 払 金 1,472

立 替 金 1,864 未 払 法 人 税 等 5

有 価 証 券 770 未 払 費 用 206

貯 蔵 品 980 前 受 金 2,449

繰延及び前払費用 5,124 預 り 金 597

代 理 店 債 権 865 代 理 店 債 務 0

その他流動資産 1,369 賞 与 引 当 金 523

貸 倒 引 当 金 △957 その他流動負債 24

固 定 資 産 51,561 固 定 負 債 17,795

（有形固定資産） 29,169 長 期 借 入 金 14,027

船 舶 22,331 退職給与引当金 3,726

建 物 2,518 その他固定負債 41

構築物機械装置 174

車輌・運搬具 2

器 具 ・ 備 品 283

土 地 3,072

その他有形固定資産 786

（無形固定資産） 917

無形固定資産 917

（投　 資　 等） 21,473

投資有価証券 7,390

子 会 社 株 式 4,097

長 期 貸 付 金 8,107

長期前払費用 495

その他投資等 3,149

貸 倒 引 当 金 △1,766 負 債 合 計 68,491

資 産 合 計 74,701 差 引 正 味 財 産 6,210
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第二部　保証会社等の情報

該当事項はありません。
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